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1. はじめに
21世紀には人口の増大と生活レベルの向上に伴い、エネルギー消費が急速に増大すると予

想される 。エネルギーの生産•利用は、地球温暖化など地球環境問題と密接に関わっており、エ

ネルギー消費量の増大は、人類の生存をも脅かす恐れがあることから、その改善が急務となっ

ている。エネルギー・環境に関わる諸問題を改善し、美しい地球環境を守っていくことは、現在

の我々、ならびに子々孫々に課せられた大きな義務であると言える。そのためには、エネルギー

消費をより抑えた社会を築くと同時に、一方ではエネルギーの変換効率や輸送・貯蔵技術を高

め、また環境に調和した新エネルギー、代替エネルギーの開発を行う必要がある。

このような背景のもと、京都大学大学院エネルギー科学研究科、エネルギー理工学研究所、

宙空電波科学研究センターから申請した21世紀COEプログラム「環境調和型エネルギーの研

究教育拠点形成」が平成14年度に採択され、2年目を迎えた。本プログラムの研究拠点形成では、

環境に優 しいエネルギーシステムを構築する研究の4つの柱をたて、環境調和型エネルギーシ

ステムの構築を目指した研究拠点を形成することを目的としている。一方、教育拠点形成では、

広い視野からエネルギー・環境問題に対応できる人材を育てるための研究教育組織お よび休

制を構築することを目的としている。さらに、これらの研究拠点、教育拠点を円滑に推進する

ための組織として、国際環境調和型エネルギー情報センターを設立し、エネルギー技術や環境

などに関する情報を収集解析し、エネルギー情報の発信・政策提言を行うとともに、国際エネ

ルギー共同研究事業、産官学連携事業を推進し、大学の社会的責務を果そうとするものである。

本広報2003年度版では、初年度にあたる平成14年度の成果を踏まえ、平成15年度に策定した

COE実施計画として、太陽エネルギー、水素エネルギー、バイオエネルギー、環境調和型トータ

ルエネルギー評価の4つの研究拠点形成の実施計画、教育実施計画、ならびに国際（環境調和型）

エネルギー情報センター事業計画をまず示している。このような計画に対して、平成15年度に

到達した各タスクの成果をまとめ、本広報誌を通してその現況を広く公表するものである。な

お、本広報誌には、巻末に資料編という形で、研究・教育拠点形成活動、発表論文ならびに特許

申請の一覧を付 した。
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2. 平成15年度COE実施計画
平成15年度に計画した21世紀COEプログラム「環境調和型エネルギーの研究教育拠点形成」

の実施計画の概要を以下に示す。

2.1 研究拠点形成の実施計画

2.1.1 太陽エネルギー

クリーンエネルギー源としての太陽エネルギー利用のためには、太陽エネルギーの変換・輸

送・応用の観点から有機的研究を行い、トータルとして環境調和型エネルギー源としてシステ

ムを確立する必要がある。そこで本タスクでは太陽エネルギー技術を統合的に捉え、「次世代

太陽電池の開発」、「宇宙太陽光発電システム」、「人工太陽の創製と利用」に取り組む3つのサブ

タスクを形成し、

1)高効率で安価な太陽光発電の開発を進める。このために、材料機能の至適化手法の開発、高

効率化の期待できるナノ構造を持ったデバイス化技術の開発、第3世代の高効率太陽電池の

研究を行う 。

2)太陽エネルギー輸送のための高効率マイクロ波無線エネルギー伝送技術の研究を行い、我

が国の中長期目標とされているSPS(Solar Power Satellite)太陽光エネルギー利用の基礎的
研究を行う 。

3)京都大学における核融合に関する独創的な研究蓄積を基盤に、先進的なプラズマ利用技術

とそれに関連する、熱流束と粒子束制御のための加熱・電流駆動、壁材料・エネルギー変換技

術の研究を行う 。

次世代太陽電池の開発

_, ― 
•高効率新型太陽電池の開発
・ナノ構造制御による高効率化

・ナノチューブ半導体材料の開発

宇宙太陽光発電システム

・SPS技術実証システムの設計
・マイクロ波ビーム制御技術、

高効率伝送技術の確立

•宇宙環境利用

人工太陽の創製と利用

・プラズマ閉じ込め磁場の最適化

・低放射化炉材の開発

・エネルギー源としての

利用技術の開発

図2.1.1 主要研究課題とサブグループ間の連携

各サブタスク間は図2.1.1に示すように、

それぞれ協力関係を保ちつつ有機的

に研究を進めている。具体的な平成15

年度における各サブタスクの研究実

施計画を以下に述べる。

1)次世代太陽電池の開発

平成15年度においては、コンビナト

リアルマテリアル創成システムを開

発し、ナノ材料を用いた安価で高効率

な第三世代太陽電池の開発を進める。

特に、セラミックナノチューブを用い

た、高効率な有機太陽電池開発を進め

る。

2)宇宙太陽光発電システム

平成15年度においては、マイクロ波

を用いた無線エネルギー伝送を中心

として、マグネトロンの高安定化、低

雑音化、送電器の小型化、小電力機器

への給電、電カビーム制御、不等間隔

アレイ、宇宙プラズマヘの影響に関す

る研究を進める。
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3)人工太陽の創製と利用

人工太陽ともいえる核融合エネルギーの生成を最終的な目標として、プラズマ閉じ込め磁

場の最適化および加熱電流駆動等の高効率化、低放射化を目的とした壁材料の開発、熱流束と

粒子束のダイバータによる制御の研究を行うとともに、理論モデル構築のため計算機シミュレー

ションに基づく 不安定なプラズマの非線形現象の解明を行う 。

2.1.2 水素エネルギー

将来の環境調和型エネルギーシステム構築には、クリーンなエネルギー媒体としての水素

の有効利用が不可欠である。本課題では、生成・貯蔵・輸送・利用に関わる本拠点の独創的技術

をもとに、水素エネルギーシステムに関する中長期的技術課題を基礎的に研究する （図2.1.2参

照）。 まず、効率の良い化合物水素媒体を用いた、高度な水素の貯蔵・輸送プロセスを確立す

る。併せて、燃料電池など水素エネルギー利用技術の高度化システムや高温耐食材料の開発を

行うとともに、高効率水素ガスエンジンの新規最適燃焼方式の実現を図る。また、水素エネルギー

システムの各ステップの統合化のために太陽光発電・有機系炭化水素による水素製造・変換を

組み合わせたエネルギー変換システムを考案・設計するとともに、構成材料の強度解析・余寿

命予測手法などを提案し、トータルエネルギーシステムとしての実証と総合評価を行う 。

・溶譲塩電解による
高効率アンモニア合成
ワナジウム系

」 水素輸送・貯戴
. I¥ 

水素吸蔵合金設計

一次エネルギー J I 

ロニロ
水素9莉送・

・ 貯蔵媒体

水素製追 .1 

・イオニクス材料を活用
した高温水蒸気電解

・対湯電池生産のための
シリカ高純度化

・廃炭化水素類の有効利用

水素利用

• 水素利用機器構成材料の
変形挙動解析と安全評価

図2.1.2 クリーンエネルギー媒体としての水素の製造、輸送・貯蔵、利用技術

本年度は、各ステップの要素技術のブレークスルーを図り、以下に示す9分野の課題を挙げ、

それぞれ分担して研究を行う 。

1)新規な電気化学反応による水素エネルギー技術の開発

•新規アンモニア電解合成法およびアンモニア燃料電池の開発

•新規室温溶融塩の開発およびその水素エネルギー変換デバイスヘの応用

・高効率水素エネルギー変換および省エネルギーのための新規材料の創製

2)電気化学的水素エネルギー変換のための高機能固体酸化物イオニクス材料の開発

3) V-Ti-Cr系金属合金の創製と水素吸蔵特性

・バナジウム系水素吸蔵合金設計

• 金属バナジウムの高純度化

4)太陽電池を利用する水素エネルギー供給システムの創設（珪藻土の高純度化と形態制御）

5)高効率ク リーン水素エンジンの最適設計

・オンボード改質水素を利用するエンジンシステム設計

・シリンダ内直接噴射による混合気形成の制御と最適着火法の提案
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•水素エンジン設計のための数値シミュレーションコードの開発
6)高温還元製鉄プロセスを利用した廃炭化水素類からの水素混合ガスの生成

7)微小重力環境下の水素エネルギーシステムと電気化学プロセシング

8)水素利用機器を構成する高機能材料のマクロ・ミクロ連成解析

9)水素エネルギーシステムを担う材料の安全評価技術の確立

2.1.3 ハイオエネルギー
新規バイオマス変換システムの試作および開発を行う 。本研究タスク 「バイオエネルギー」

では、図2.1.3に示すように、環境負荷の小さい超臨界流体技術を用いた京都大学独 自のバイオ

燃料の創製を試みている。ここに示した研究課題はこの1ヶ年の研究を経て2002年度版から現
状に即した内容に修正されている。すなわち、超臨界アルコール技術によるバイオマス資源か

らの液体バイオ燃料、超臨界水技術により得られた木質バイオマスからのバイオエタノール

燃料および超臨界水技術によるメタン・メタノール生産、さらには超臨界メタノールによる油

脂類からのバイオデイーゼル燃料、さらには熱分解制御技術による液体燃料の創製からなっ

ている。バイオエタノールについては、超臨界水処理で生成する各種生成物についてのアルコー

ル発酵の阻害物質に関する研究、およびペントース、ヘキソース同時発酵による高効率エタノー

ル生産を検討している。また、メタン合成プロジェクトではリグノセルロースから得られる有

機酸などからのメタン生産さらにこのメタンを液体燃料に変えるメタノール生産について研

究を行っている。得られた各種バイオ燃料について、それらの燃料技術の高度化と燃料設計の

策定を試みている。さらに、これらバイオ燃料を用いた際に生じるCO2のバイオ燃料への再変
換についても検討を加え、CO2ゼロエミ ッション型エネルギー生産・利用技術の確立を図って
いる。

ム
r

Kyoto u,;,."'ty 

21CVE バイオエネルギー

熱分解制御技術の確立

．
 

凡0バイオマス
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---：間伐材ー、9廃材 古紙

、 /
小枝
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超臨界流体技術 4古紙

I 
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発酵阻害物質の検討

71し］ール発酵の効率化

有機酸の生成
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図2.1.3 環境負荷の小さい超臨界流体によるバイオエネルギーの創製

2.1.4 環境調和型トータルエネルギー評価
複合領域における研究教育の必要性は、学問領域の境界が不明確になるにつれてますます

増大しつつある。本タスクでは、エネルギーシステムという 一つの複合領域における評価作業

のための拠点形成を目的とする。そして、京都大学大学院エネルギー科学研究科、エネルギー

理工学研究所および宙空電波科学研究センターにおける種々の研究分野からの参画を得て、
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独自の視点から評価技術開発を実施している。さらに、環境調和型トータルエネルギーシステ

ム評価のための分野横断的なワーキンググループを新たに組織し、複合領域における総合評

価作業を開始した。また、その評価作業に必要となる多様なデータベースや知識ベース構築を、

評価研究と並行して進めている（国際エネルギー情報センター事業のエネルギー・環境調査と

関連）。

環境調和型トータルエネルギー評価のタスクの研究の枠組みを図2.1.4に示す。

その特徴は、大きく、

1)太陽エネルギー、水素エネルギー、バイオエネルギーを含む環境調和型エネルギーシステム

の複数の将来像を定量的に描くこと、

2)そのエネルギーシステムの将来像における資源負荷および環境負荷をライフサイクルの視

点から評価すること、

3)その環境負荷が大気環境に及ぼす影響を実観測を通して明らかにし、地域環境、地球環境と

の関係を定量的に評価すること、

4)技術的な実現可能性、環境影響、経済影響、社会的受容性などの技術的、社会科学的視点を統

合した総合評価を行うこと、

5)上記の評価作業に必要となる各種データベース構築の枠組みを検討し実際に構築すること

の5点にまとめられる。
本年度は、大気観測結果に基づくエアロゾル輸送のモデル化、各種エネルギーシステムの分

析、モデル化および評価、トータルエネルギーシステム評価ワーキンググループの結成と基本

的作業計画の立案、等を行った。

三 三 で三

エネルギー・環境負荷、
経済評価、社会的受容

地球温暖化、酸性雨、地域汚染の解

省エネルギー型社会・循環型社会の形成
環境調和型トータルエネルギーシステムの構築・提言

図2.1.4 環境調和型トータルエネルギーシステム評価の枠組み

2.2 教育実施計画

エネルギー科学研究科では、自然科学系と人文社会科学系が融合した新しいエネルギー科

学の学域の創成を目標としている。博士課程では、それらの高度な科学的知見に基づいて、環

境への負荷や経済性を考慮してエネルギー問題を解決する能力とともに、英語によるコミュ

ニケーションやプレゼンテーションが自由にできる国際的な人材を養成する。 そのために、
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50%以上の講義を英語で行い、国際共同研究に参加する機会や、国際シンポジウムでの発表機
会を積極的に設ける。修士課程においては、カリキュラムを改善し、エネルギー科学教育のた

めの体系的な教科書を発行し、教育内容を充実させる。また、積極的に留学生を受入れ、国際化

を図る。 そのような目的を達成するため、本COEプログラムでは、主として博士課程学生に
対し以下のような活動を行っている。

""' I• : • I ● . . 

.. I•' ;, : : ・= = :: 
• Ill • • 一 I = I =' 

I●優秀な学生のRA、TAへの積極的採用により、教育的訓練を通して、その報酬によ I
り経済的援助を行い、研究活動に集中できる環境を整備
臣；、． 、 '.こ'; . . 臣；.. • ヽ，＇•．．．、

●奨励、旅費支給、国際的視野の持つ若手研究者の育成
目,.. . 、}.~- . ・・.:, :: ,・. ... 臣． ：●： : I - • • •• : I I -・ 

,, ; 、 ・・ ヽ ： ： ,. • •• • ヽ ·• , .'. • • 
● • 一• 一

図2.2.1 教育拠点形成のための具体的活動例

2.2.1 公募型研究助成
博士課程学生を対象とし、科学研究費の若手研究計画調書に準じた計画調書を提出させ、拠

点リーダーを委員長とする計 7名の選定委員会により、計画調書に記載された研究計画・実施

方法・研究業績などを審査し、平成14年度は55件の応募中25件を採択した。平成15年度も同様
の件数の助成を行う 。助成額は、評価の高いものから順に70万円、50万円、30万円の3段階とし、
年度総額を1千万円とする。助成を受けた学生に対しては、最低限で本COEプログラムが主催
する国内および国際シンポジウムでの研究発表、および終了報告提出を義務付ける。

2.2.2 RA、TAへの採用
RA(リサーチアシスタント）、TA(ティーチングアシスタント）としての訓練と同時に、研究
活動に集中するための経済的援助を目的としている。対象は博士課程学生で、RAについては
指導教官から採用願いの出た学生について、学生から現在の研究状況やRAとしての役割を文
書で提出させ、エネルギー科学研究科の教育・研究委員会で適性を判断したうえで採用する。

平成14年度は5ヶ月の短期間であったため、試験的に40名という多人数を採用したが、平成15
年度はその成果も踏まえて15名程度を厳選する。支給額は月額一人約4万円で、年間の総額は
800万円程度とする。TAは、14年度はCOEプログラム採択が学期途中であったため0名であっ
た。15年度については学内経費による採用が先行しており、その結果も踏まえてCOEからも採
用したい。

2.2.3 研究発表のための旅費助成
博士課程学生の研究発表および国際交流を奨励するため、旅費の支給を行っている。平成15
年度は国内15件、外国20件、総額約550万円の補助を行う 。

2.2.4 国際エネルギー科学スクールの開催
第1回として平成15年6月16日から22日まで、博士課程学生 9名を米国イリノイエ科大学に
派遣し、現地の研究者および大学院生とシンポジウムを共催して、研究発表とともに交流の場

を設ける。派遣に要する費用は、会議録印刷等も含めて約350万円である。

2.2.5 英語研修
国際交流の基礎となる英語能力、特にプレゼンテーション能力を高めるため、教育経験豊富

なネイテイヴスピーカーを招いて、吉田、宇治両キャンパスにおいて週1回英会話教室を20名
クラスで開催する。対象はやはり博士課程学生である。開催に要する費用は講師への謝金が主

で、年間約100万円である。

，
 



70 

2.2.6 テキストの執筆•発行

エネルギー科学教育のための体系的教科書の作成を進める。平成15年度は、まず修士課程学
生を対象とした日本語の教科書を5冊(A4判、各100ページ強）執筆し、年度内に発行する。

2.3 国際（環境調和型）エネルギー情報センター事業計画

平成14年度に立ち上げた、21COEプログラム推進のための中核組織である国際環境調和工
ネルギー情報センターの機能の向上を図り、

①各タスク毎のワークショップの開催、

②平成14年度に開始した海外拠点形成のための調査の継続と、新たな海外拠点の設置、

③和文・英文広報、COEニュースの刊行、
④産官学連携事業の推進、

⑤大学院教育のための環境整備、

⑥エネルギー・環境情報の整備、

などの事業を推進する。



3. 平成15年度の研究拠点形成
3. 1 太陽エネルギー

3.1.1 高効率太陽電池の開発

太陽エネルギーを利用していく上で、もっとも期待されるのが、光電変換効果を利用した直

接発電であるJ!見に、シリコン半導体を用いた太陽電池は広範に利用されているが、これが、基
幹エネルギーとして位置付けられるには高効率で安価な太陽電池の開発とともに、大規模な

発電基地が欠かせない。本プロジェクトにおいては、このような課題として、次世代太陽電池

の開発と宇宙太陽光発電に向けた技術開発を進めている。

次世代太陽電池の開発研究では、デバイス技術とともに材料技術、プロセス技術、LCA評価

技術の研究を行っている。デバイス技術は大きく第一、第二、第三世代の太陽電池というカテ

ゴリーで分類できるが、それぞれバルク結晶、薄膜、超薄膜型の太陽電池に対応している。シリ

コンウエファをベースとする第一世代の太陽電池は、既に商品として広く利用されているが、

安価高効率化という大きな課題が残されている。本COEプロジェクトでは、結晶シ リコンの原

料を従来の半導体グレードのシリコンから、金属グレードのシリコンに変換できる画期的な

新プロセスの開発に成功している。また、太陽電池の効率は、表面での反射や、入射光の効率的

な利用に大きく依存していることから、シリコンの結晶表面の構造を最適化するためのプロ

セス技術の開発を進めている。

第二世代の薄膜型太陽電池では、効率はアモルファスシリコン並でも安価で大面積化が可

能な太陽電池の開発が期待されている。そのような次世代セルとして、近年、有機太陽電池が

注目されている。中でも、色素増感太陽電池は、10%以上の高効率が既に達成されており、最も

実現性が高いものとして研究が進められている。COEプロジェクトでは、これに用いられる電

極の開発を進めており、1次元チタニアナノ構造材料を用いることにより 、薄膜で8.1%を越え

る高効率な電極の開発に成功した。また、近年、導電性高分子を用いた新たな薄膜太陽電池が

注目されており、既に、3%の効率を越えるものも得られ始めている。しかし、その機構は十分

解明されておらず、いろんなデバイスの提案が可能であり、新規のデバイス設計が期待される。

本プロジェクトでは、有機の強誘電性材料を用いた新規提案による太陽電池の新たな電極の

開発を進めている。また、 第三世代の超高効率薄膜太隔電池については、ナノ構造を持たせる

ことによる量子効果や多光子吸収プロセスの発現などの設計が提案されているが、本プロジェ

クトでも理論的検討を進めている。

このような、次世代太陽電池開発においては、とりわけナノ構造形成技術の開発が重要であ

ることから、プロジェクトでは、ゾルゲル法を用いた1次元ナノ材料の創製技術の開発や、極短

波長レーザーアブレーションによる半導休へのナノ構造形成技術の開発を進めている。

さらに、将来太陽光発電を広範に利用していくためには、導入のための指標となる基準が必

要であるが、現在充分に整備されているとはいえず、本プロジェク トでは、太陽電池のより効

果的な利用が提案できるように、LCAを用いた評価技術の開発を進めている。

以上のように、本プロジェクトでは、太陽電池の広範な課題に取り組むことに より、次世代

太陽電池開発の拠点形成を目標としており 、昨年 5月には次世代太陽電池研究会を国際会議

として主催しこれからの方向性について議論するとともに、 8月には光電子ナノ材料研究会

を発足させ国内の研究交流の場を立ち上げた晶羊細は、別章を参照されたい。

(I)次世代太陽電池の研究
(1-a)色素増感太陽電池の研究

第二世代の太陽電池の候補として、色素増感太陽電池の開発を進めている。この型のセルで

は、有機色素が太陽光を吸収し、半導体のコンダクションバンドに電子を注入することによっ

て高効率な電荷分離とキャリヤー輸送を可能としており、理論的には33%と言う高い変換効

率が期待されている。しかし、現実にはチタニア電極に用いられている多孔質膜の粒界抵抗等

の影響で10%の効率にとどまっている。これを解決するためには、ナノ構造制御によって効率
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的な電子移動を達成してやることが重要である。そこで、本プロジェクトでは、高効率な変換

効率を持つ1次元チタニアナノ構造体を創製し、これを用いた色素増感型太陽電池の開発を行

うこととしている。さらにこのような原理を利用して、新たな有機太陽電池の電極への展開を

図るとともに、界面活性剤を鋳型とする、ゾルゲル反応によるナノ構造制御技術の開発を進め

ている。

平成15年度は、組成の異なるP25との複合 ~ 母玉一
膜を多重コートした積層膜を利用すること ...,, 芯恰w.;:
により、8.1%を越える変換効率を達成した。
これは、薄膜での、世界最高水準の効率であ

り、チタニアナノ構造材料が有望な材料で

あることを示した。我々のチタニア電極の

断面構造の走査電子顕微鏡写真では、無数

のナノチューブのネ ットワーク形成が観察

されており、このようなネ ットワーク構造が、

薄膜での高効率化に寄与するものと推定さ

れた。変換効率の波長依存性(IPCE)では、
P25による電極が長波長側の光の利用効率
が高いのに比べて、ナノ構造体電極では

400nm付近にピークを持つ、新たな構造が
観測され、ナノ構造化による高エネルギー

シフトが観察された。このような、バンド構

造のチューニングは、複数の金属を含む複

合酸化物を作ることによ って可能である。

チタニア電極に少量のジルコニアを入れる

ことにより、同じ膜厚で13%の効率の向上
が可能となった。この効果は吸収端のブルー

シフトからバンド構造のマ ッチングに基づ

くものであると推定された。

(1-b)コンビナトリアルケミ ストリ ーを用い

たナノ構造材料の創製

第二世代の有機太陽電池においては、電

極中に組み込まれたナノワイヤー構造によ

る電子のバリスティックトランスポートが

期待される。また超高効率な第三世代太陽電池には、光電子ナノ材料の効率的な開発が必要と

なる。

図3.1.1 チタニアナノ構造材料のTEM像
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シリコン中のボロン濃度の時間経過（左図）と水蒸気分圧とスラグ塩基度（組成）に
対する見かけの反応速度定数におよぼす影響（右図）。
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このようなナノレベルでの材料開発を目的

としてコンビナトリアルケミストリー技術の

研究を進めている。具体的な研究項目は以下
のとおりである。 Homogeneous 

layer 

ナノ構造を制御するために、5残基ペプチド
ライブラリーによる金属ナノ構造制御の手法

を新たに開発した。得られた、ペプチドの存在
Columnar 
layer 

下での反応により超微粒子、 三角板状結晶、 6
角柱、ロッド構造など種々のナノ構造制御が

可能となった。この技術は、透明電極の導電性

をまし、抵抗を下げることともに、ナノレベル

でのパターニングに応用可能な新技術である。

1次元セラミ ックス材料はカーボンナノチュー
ブと異なり、無限の多様性を持つ。研究グルー
プでは、メタルプリカーサーを共存させるこ 図3.1.4 多孔質層の発達とマクロ孔構造の起源

とにより、傾斜組成を持つ複合ナノ構造体を

調製することに成功しており、この方法を延伸させることにより、ハイスループットスクリー

ニングと組み合わせたライブラリー創製法の開発を進めている。

電子顕微鏡とElectronBeam Induced Current (EBIC)法を組み合わせて電子ビーム誘起電
流を測定し単一光電子ナノ材料の物性を直に計測することのできる手法の確立を図った。今

後この方法を展開することにより 1次元ナノ構造材料の、ハイスループットスクリーニングシ
ステムの構築を目指す計画である。

(2)安価扁効率シリコ ン太陽電池の研究
現在、結晶系太陽電池では高純度シリコンが多量に用いられるため、その供給不足が顕著に

なっている。また、太陽光発電システムの価格において高純度シリコンを用いるシリコン基板

のコストの占める割合が高い。太陽電池システムのさらなる普及を妨げているこれらの要因

は太陽電池用高純度シリコンが主として半導体用シリコンのスクラ ップ利用で供給されてい

る事実に由来する。本研究では低廉な金属級シリコンを太陽電池級の高純度シリコンヘと金

属状態を保ったまま精製するプロセス技術の開発を目的としている。特に、元素物性に由来し

て固液分配による金属シリコンからの除去が困難であるリンおよびボロンの除去技術に対象

を絞り、独自提案の脱ボロンプロセスに関して、数キロ水準の規模での実証を進めた。本研究

において提案したプロセスはスラグ共存下における溶融金属シリコン中への水蒸気吹き込み

撹拌である。実証実験結果の一例として図3.1.3に示すようにスラグ添加の条件下でボロン濃
度は時間経過にしたがって明確に減少している。この例では初期濃度7ppmwから4800sの処理

時間でl.2ppmwまでボロンを除去することに成功した。ボロン濃度の対数は時間に対してほ
ぽ直線的に減少することから脱ボロン反応を見かけ上 1次の反応で近似できることが明らか
になった。また、初期ボロン濃度を約7ppmw、スラグ／メタル間のボロン分配係数を2とすると、

スラグ／メタル間のボロン分配反応のみによって除去できる限界は5ppmwとなる。ボロン濃

度は時間の経過とともにこの限界を超えて連続的に減少している事実から、ボロンはスラグ

相ではなく気相へ除去されていると判断できる。

実証実験は水蒸気分圧とスラグ塩基度（組成）を変化させて遂行したが、これら実験条件が見

掛けの反応速度定数におよぼす影響を調査した結果を前頁右図に示す。実験したいずれの水

蒸気分圧においても塩基性スラグ(CaO:Si02= 55:45)よりも酸性スラグ(35:65)の方が反応速
度が速いことがわかった。また、見掛けの反応速度は水蒸気分圧の上昇とともに上昇する傾向

が確認された。詳細な反応メカニズムは明確ではないが、これらの実験事実は、脱ボロン反応

にスラグと水蒸気が関与していることを裏付ける。同図に示した実験結果の中で最も大きい

反応速度定数4.4を用いて初期ボロン濃度lOppmwのシリコンを0.3ppmwまで除去するのに要
する時間を試算すると、約8000s(2.2hr)となった。得られた見かけの反応速度定数は本プロセ

スの実操業への適用が充分可能な水準であることを示唆する。
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半導体太陽電池の効率の上昇を図るために、特にシリコンの湿式表面処理に絞り、新たなプロ

セス技術の開発を図る目的で、シリコンの湿式表面処理法について研究を行った。湿式表面処

理のある条件下において、シリコンにミクロン程度の孔径を持つマクロ孔が現れる。この構造

はフォ トニック結晶などの光学材料やマイクロマシーン部品製造などへの応用が期待されて

いる。マク ロ孔構造の生成機構についてはいくつかモデルが提案されているが、関連する現象

をすべて合理的に説明できるに至っていない。われわれは比較的高い比抵抗の p型シリコン

を多孔質化すると特異な多孔質層の成長様式が現れることを見いだした（図3.1.4)。低い電流

密度で行う陽極電解初期においては均ーなナノサイズの多孔質層が成長するが2-3mmに達し

た後、ナノ多孔体で満たされたマクロ構造が現れる。

一方、高電流密度での多孔質化においては均ーなナノ

多孔質層のみが生成する。均ー構造から不均ー構造へ

の変化をシリコン溶解速度の孔方向と孔に対して横

方向への成長速度の違いから生じると説明し、この不

均ー構造がマクロ孔の成因であることを提唱した。また、

不均ー構造を用いてアルカリエッチングすると、サイ

ズのそろったエッチピットができる。この構造を太陽

電池の反射防止層に応用できることを示した。さらに

新しい表面修飾の方法を開拓し、高効率な太陽電池表

面の作成に寄与する目的で行っている、パルスレーザー

による液中レーザーアブレーションに関する研究を

進めた。

(3)太陽電池高効率化の研究
光電変換系の技術はその歴史も浅く、飛躍的な変換

効率の実現のためには、原理的なブレークスルーが不

可欠である。当拠点においても、このような先進技術

を確立するために、将来の新しい太陽電池技術になり

うる基礎研究を行うことは極めて重要である。このよ

うな高効率太陽電池技術のための基盤技術開発に資

するため、代替不可能な光エネルギー機能の飛躍的高

度化とその制御技術の研究を行うとともに、この光エ

ネルギーを用いたセラミック材料等のナノ構造創出・

構造制御プロセス技術の開発を行った。具体的には、

高強度フェムト秒レーザーの高機能化と制御技術開発、

および同レーザーを用いた固体材料・物質制御技術の

開発を進めている。平成15年度においては、材料フロ
。 図3.1.5 TiN薄膜の異なるフルーエ ンスの

レーザーパルスに対する
セス用高強度フエムト秒レーザーの開発に着手 し、主 表面ナノ構造の形態変化

増幅器を除いて動作可能となった。再生増幅器出力を

圧縮して得られたパルスエネルギーはl.6mJ、パルス

幅は110fs、動作周波数はlOHzである。同レーザーの特
性を FROG装置で測定し最適化した。さらにこのよう

な高強度パルスレーザーを用いて表面ナノ構造生成

過程の研究を行い、TiNおよびDLC薄膜へ照射する40

fsレーザーパルスのフルーエンスを変化させて表面ナ

ノ構造の形態変化を観測し、ナノ構造生成条件の詳細

を明らかにした。フルーエンスの増加によるSEM像の
変化の例を図3.1.5に示す。レーザー波長以下のナノ構
造はアブレーションしきい値の限られた範囲でのみ

生成されること、および構造のサイズがほぼ波長レベ

ルで飽和し始めること等が明らかしな った。その
~ ~ 図3.1.6 SPMで観測したDLC薄膜表面の

ナノ構造の例
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ため、開発中のレーザーを用いて fsレーザー照射時のTiNおよびDLC表面の反射率測定を行
うとともに、新たに導入した走査型プローブ顕微鏡(SPM)で表面の形態変化を観測した。図
3.1.6はSPMによる表面形態の観測例である。反射率測定の結果、アブレーションしきい値近傍

で単一パルスでの反射率を増大させるような超裔速の相互作用が誘起され、ナノ構造が形成

される照射条件下では表面の相変化（固体・液体）のみが誘起されているらしいこと、およびナ

ノ構造の発現にパルスの重畳効果が大きく寄与していること等が明らかになりつつある。また、

高効率太陽電池技術のための基盤技術開発に資する目的で、小型の遠赤外自由電子レーザー

装置の開発を進めるとともに、太陽電池材料のスピン（磁性）物性を調べる上で重要になる、デュ

アル型のスピン偏極イオン／電子源の開発を行った。

3.1.2 宇宙太陽光発電のための太陽エネルギー輸送
本課題では太陽エネルギー技術のうち、

太陽エネルギー輸送、すなわちマイクロ波

を用いた無線エネルギー伝送技術に関する
PACM基本原理モデル

研究を行っている。本研究は宇宙太陽発電 位相振幅制御

所SPSに利用される。SPSとは、宇宙空間で マクネトロン

太陽光発電した電気エネルギーを無線で地
・注入同期

・陽極電流フィードパック

、 ・コイル電流フィートバック

上に送り、地上でそれを利用しようといっ

構想である。本COEプログラムでは、エネ
ルギー伝送手段としての軽量・高効率マイ

クロ波送電器の開発およびマイクロ波ビー

ム制御技術の開発を目的とする。昨年度（平

成14年度）の研究成果としては、 (1)25g/W
以下で、送電アンテナ・電源回路・字宙用放 民生用MGTの磁

石部分にコイルを

熱回路をすべて含んだ世界最軽量の位相制

御マグネトロンの開発に成功、 (2)マグネト

ロンの雑音の原因を解明 し、マイクロ波発

振モードに関する理論的裏づけを実証、 (3)

電子管を用いたサブアレイの設計•最適化

に対する評価の手法の確立と、低損失小型

電力分配器の開発の方向付けに成功、 (4)等

振幅アレイを用いて約8dB以上の振幅テー
パアレイと同等の性能を実現するアルゴリ

ズムの確立、 (5)新しい回路方式を用いたレ

クテナでこれまでよりも効率を向上させ、

高効率を維持する負荷の帯域を1.2倍以上

にすることに成功、 (6)放出イオンと周辺プ

ラズマとの相互作用に新しい物理現象を発

見し、理論的に解明、等となっている。

今年度はさらにこれらの研究を発展させ、

以下の研究を行ったので、それらの成果に

ついて述べる。

(1)位相振幅制御マグネトロンの開発研究

(2)軽量小型マイクロ波送電器の開発研究

(3)マグネトロンの低ノイズ化に関する研究

巻き、 Bを制御する

図3.1.7 位相振幅制御マグネトロン
原理モデル
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図3.1.8 位相制御時振幅の外部制御結果

(4)マイクロ波送電技術による小電力情報機器給電に関する研究

(5)不等間隔アレイによるサイドローブ抑制の理論研究

(6)目標位置推定およびビームフォーミングに関する研究

(7)太陽エネルギー無線輸送システムの宇宙プラズマ影響に関する計算機実験
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(1)位柑振幅制御マグネトロンの開発研究

安価で高効率のマグネトロンマイクロ波発振器を無線での太陽エネルギー輸送に応用しよ

うという試みは60年代より行われていた。しかし、安価な民生用マグネトロンは発振周波数が
温度で変化する上、送電ビームを形成するために必要な位相制御、振幅制御が難しいという短

所があった。位相制御の問題に対し、我々の研究グループでは注入同期法とマグネトロンの陽

極電流制御を用いた位相制御マグネトロンをこれまでに開発した。本研究ではさらに外部磁

場制御用コイルを取り付け、マグネトロンの陽極電流およびコイル電流を制御することによ

り位相と振幅が制御／安定化可能なシステムの開発を行うことを目的とする。さらに位相振幅

マグネトロンの低損失化や高安定化に関し、種々のアプローチで改良も行った。

本研究の結果、マグネトロンの陽極電流およびコイル電流を制御による位相と振幅が制御／

安定化可能な新システムの開発に成功した（図3.1.7)。周波数、位相、振幅の安定度がそれぞれ
10-6以下、1以下、1%以下という、宇宙から地上への太陽エネルギーの無線電力伝送には十分な
安定度を実現しながら、100%以上の出力可変制御も可能とした（図3.1.8)。さらに高効率化のた
めに、これまではシステムで利用していた璽くて損失が多いサーキュレータを排して、複数の

マグネトロンの空間結合を利用したビーム制御方式を開発し、4つのマグネトロンを用いたア

レイでア5J呈度のビーム制御が可能なシステムを開発した。
(2)軽星小型マイクロ波送電器の開発研究

経済的に太陽光エネルギーの宇宙ム地球間輸送を行うためには、軽量小型なマイクロ波無線

電力伝送システムが必須である。ただ軽量なだけではなく、高効率のDC-RF変換効率を持ち、
かつ、電気的に高精度でマイクロ波ビームを制御できる送電システムでなくてはならない。今

年度は昨年度に開発した25g/W以下の世界最軽量のマイクロ波送電器COMET(COmpact 
Microwave Energy Transmitter)をさらに改良し、より軽量化を図ることを目的とした。具体
的には軽量FRPにメッキを施した材料を用いた導波管の開発を行い、導波管部の重量を昨年
度のアルミを用いたCOMETのそれよりも3/4以下とする。
50mmX50mm程度の試験片に金属メ ッキを施した材料を試作し、温度サイクルによる負荷
条件や表面状態（粗さ／酸化皮膜）、膜圧、密着力等の評価を行っている。さらに直管導波管を試

作し、これまでの銅を用いた導波管で約690g程度、アルミを用いた導波管で210g程度であった
ものをFRPを使うことで150g以下を実現する。その際、導波管としての国際規格である1級
0.06mm以下の内径許容公差、0.04W/K以下（銅の1/10以下）のコンダクタンス、使用温度範囲
"50~200℃での線形膨張係数1.0x 10-6/K以下（銅の1/10以下）を実現する。なお、本研究では最
低限自己形状保持が可能な程度の強度要求とした。さらに軽量材質へのメッキという研究を

発展させ、木材へのメ ッキによる導波管製作の可能性検証の研究も行っている。木材はその比

重が0.3-1.1g/ cm3 (絶乾状態）と、通常の軽量電気機器で用いられるアルミニウムの2.7g/cm3
に比べ非常に軽量である。

(3)マグネトロンの低ノイズ化に関する研究

宇宙からの太陽光エネルギー輸送を経済的に行

うためには、ある程度のシステム規模が必要と

なる。特に送電電力は100万kW程度が最もコス
トパフォーマンスに優れたシステムサイ ズとさ

れている 。衛星通信よりも 5~5桁大きな電力で

あるため、通信系との干渉を抑制するためには

マイクロ波エネルギー伝送に用いる主周波数以

外のノイズを低減しなければならない。本研究

では高効率安価なマイクロ波発振器であるマグ

ネトロンに注目し、マグネトロンの低ノイズ化

に関する実験的研究を行う 。マグネトロンは地

上で電子レンジにそのほとんどが利用されてお

り、本研究成果は地上の電子レンジの低ノイズ

化によるフィルタ一部品の削減、それに伴う低 図3.1.9 BEF接統型同期発振器アレイ



コスト化にも用いることができる。

これまでメーカーと協力し、種々のマグネトロンの低ノイズ化に関する研究を行ってきて

おり、マグネトロンの雑音源は、一つは電源の安定性であり、一つは電子を放出するフィラメ

ント、そして電場Eと磁場Bの3次元的なひずみに起因する電子の運動であることが判明して
いる。今年度は特にフィラメントと、電場磁場のひずみ、およびその相関に注目し、複数のマグ

ネトロンを試作、ノイズに関する実験を行った。その結果は現在低ノイズマグネトロンの試作

にフィードバックされている。

(4)マイクロ波送電技術による小電力情報機器給軍に関する研究

マイクロ波送電技術とは、マイクロ波を用いて離れた場所に電気エネルギーを伝達させる

技術である。本研究は、これまでに培われてきたマイクロ波送電技術をさらに進展させた研究

開発、ならびに小電力情報機器への給電の一端を示す応用設計を目的とする。ここで小電力情

報機器の研究対象には、現在注目を集めている、内部にレクテナ構造を持ちマイクロ波送電技

術を利用した電子部品である無線タグ(RFID)を選定した。今後のユビキタス社会を支える
RFIDに応用することで、これまで有線やバッテリーに頼っていた給電方法を改め、来るユビ
キタス社会で不可欠なユビキタス電源に対してマイクロ波送電が有用であることを示す。

マイクロ波送電技術による小電力情報機器給電応用のため、電波伝搬、送電システム、受電

システムについて研究を行った。電磁波伝搬に関しては、非単一周波数（パルス）の応用を検討

し、周波数帯域を用いた送電方法の研究を行い、広いアンテナ間隔でも所望の場所以外へのビー

ムを抑えることができるアレイ構成法を示した。送電システムに関しては、小信号増幅用FET

を用いた発振回路の開発ならびにそれを用いた発振器アレイの開発を行った（図3.1.9)。発振

器の回路型式は1素子コルピッツ発振回路であり、共振回路はマイクロストリップ線路を用い

て構成した。発振器間の同期は自局の信号のほとんどを同相で反射し、わずかな信号を逆相で

他局に漏洩させる帯域阻止フィルタ ー(BEF)で接続することに より行った。この方法による

発振器アレイは、発振器単体と比較し発振は雑音も減少し高い安定度を示した。さらに、外乱

による影響や電源プッシングにも強いなど優れた結果を得た。受電システムに関しては、レク

テナの移動体への応用のために、小型軽量化を行い、半世紀ほど前にブラウンが達成した重量・

電力比lg/Wの記録を凌ぐ0.7g/Wを得ることに成功した。RFIDの大きな課題である読み書き
機器からRFIDまでの操作距離が短いことを解決する新たな給電方法の提案とその基本設計
を行った。補助的給電機器（マイクロ波送電機）をRFID付近に分散させて置くことによりその
操作範囲を拡大でき、連続波送電よりもパルス送電がより良いと思われることなど計算機シミュ

レーションにより検証した。

(5)~ 等間隔アレイによるサイドローブ抑制の理論研究
無線エネルギー伝送では、通信と

異なり放射マイク ロ波エネルギー

の90%以上を受電サイトに集中させ
ることが求められる。送電アンテナ

の素子数を減らすと、アンテナ素子

間隔の規則性によりグレーティン

グローブと呼ばれる不要エネルギー

ビームが発生してしまう現象を、ア

ンテナ素子間隔を不等間隔とする

ことで抑制することができること

は既知のことである。しかし、グレー

ティングローブのエネルギーが主ビー

ムに集中するのではなく、サイドロー

ブというやはり不要な放射へと流

出してしまうという欠点があった。

本研究では不等間隔アレイ構築の

新しいアルゴリズムを提案し、不等
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図3.1.10 平均化ビームパターン(data2:既存ランダムアルゴ
リズム， data3:新ランダムアルゴリスム(RA2),data4 : data3 : 
新ランダムアルゴリズム(RA3),data1 : 等問隔アレイ）， 素子数
N:1000, 平均素子間隔dav= 2入
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間隔アレイによるサイドローブ抑制を目的とする。

従来の不等間隔アレイはランダム関数によってアンテナ配置を決めていた。本研究では、初

期アンテナ配置として等間隔アレイ配置を設定し、その初期値に対してアンテナアレイサイ

ズを最大値とするランダム関数として加える新アルゴリズム (RA2)と、同じく初期値に対し

て隣接するアンテナとの距離を最大値としてランダム関数として加える新アルゴリズム (RA3)

を提唱し、サイドローブ抑圧効果に関して検討を行った（図3.1.10)。RA2はランダマイズの結果、

アンテナ配置としてアレイ中央部にアンテナ素子密度が高く、アレイ端部にアンテナ素子密

度が低いアレイが構築され、アンテナアレイ面での強度分布を擬似的に持つこととなり、主ビー

ムにエネルギーがより収集できることが判明した。また、RA3はより 等間隔アレイに近い配置

となるため、グレーティングローブ抑制効果を維持しながら主ビーム近傍のサイドローブが

等間隔アレイ程度に抑制できることが判明した。この2つのアルゴリズムはマイクロ波送電の

みならずサイドローブを抑制したい通信等でも利用することが可能で、ビームフォーミング

には非常に有用である。

(6)§ 標位個推定およびビームフォーミングに関する研究

宇宙からの太陽エネルギーの無線電力伝送では、送電側は高度36,000kmの静止衛星であり、

地上の受電点である直径数km程度のレクテナに送る必要がある。また位置やアンテナ形状が

常に変化しているため、高効率のエネルギー伝送を行う場合、正確な目標位置推定およびビー

ムフォーミングが非常に重要である。本研究では新しい巨大システム間の位相同期法の研究、

スペクトラム拡散されたパイロ ット信号を用いた目標位置推定手法の研究、遺伝的アルゴリ

ズムを用いたビームフ ォーミング手法の研究等を行い、高精度かつ簡便なシステムの研究を
ノー 、
イ丁つ 。

これまで目標位置推定には無変調のパイロ ット信号が用いられていたが、パイロ ット信号を

スペクトラム拡散変調することにより複数目標の選別が可能となり、かつマイクロ波エネルギー

ビームと同じ周波数帯を利用することも可能となることが実験により証明された。これまで

のエネルギービーム用とパイロ ット信号用と2つの周波数帯を利用しなければな らず、周波数
資源が逼迫している現代においては問題となっていたが、本研究によりその問題解決の目処

が立っ た。また、放射マイクロ波の一部の位相を変化させることによる受電側のビーム情報の

変化を利用した新しい巨大システム間の位相同期法を提案し、その有用性の実証を行った。推

定された目標に対してマイクロ波エネルギービームを90%以上という 高い効率で受電サイト
にエネルギーを集中させるためにアンテナアレイの中心部のエネルギー密度が端よりも強い

という振幅テーパを通常用いる。しかし放熱回路の複雑化や出力差が存在することによるシ

ステムの複雑化等、問題も存在した。遺伝的アルゴリズムを用いたビームフ ォーミング手法に

より、サイドローブを低減し（図3.1.11、図3.1.12)、テーパがない等振幅分布アンテナアレイでも

振幅テーパを持つアンテナアレイ並みのビーム集中度を実現できることがわかった。さらに

複数目標へのマイクロ波送電ビームの形成も容易で、先に述べたスペクトラム拡散されたパ

イロ ット信号を用いた複数目標の選別結果を用いて、複数目標へのエネルギー送電が可能と

なることが実証された。
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(7)太陽エネルギー無線輸送システムの宇宙プラズマ影響に関する計算機実験

太陽エネルギー無線輸送システムは宇宙から地上へのエネルギー輸送を目指しているため、

宇宙プラズマの影響を評価することが重要である。我々は3次元電磁粒子計算機実験により、
宇宙プラズマ中でのアンテナインピーダンス、実効長、ピックアップファクターなどのアンテ

ナ特性の解析を行っている。プラズマ波動観測において、波動データの適切な較正のためには

これらのアンテナ特性を正確に把握しておくことが必要であるが、アンテナ、プラズマ波動、

背景プラズマ、光電子などの相互作用のため、その正確な評価は困難であった。また、太陽エネ

ルギー無線輸送システム建設のための軌道間輸送システムのイオンエンジンのプラズマ影響

や、マイクロ波エネルギービームの影響の評価も行う 。

光電子などによるアンテナ近傍の非一様プラズマ密度環境におけるアンテナ特性解析を行っ

た。また、将来の衛星ミッションでは、衛星の軽量化、装置の簡単化のため、固囲のプラズマの

デバイ長よりも短いアンテナを用いることが計画されている。そのため、デバイ長よりも短い

アンテナを用いて、十分な感度を保ちつつ、波動をピックアップすることの可能性を3次元計
算機実験により調べた。デバイ長がアンテナ全体の長さの8分の1、4分の1、2倍について、流体
不安定性により静電波を励起させ、波動を受信アンテナとしてピックアップしたときの実効長、

ピックアップファクターを求めた （図3.1.13)。その結果、これらのパラメータの範囲では、実効

長、ピックアップファクターの著しい劣化は起こらないことがわかった。

以上のような研究成果を発展させ、さらに高効率・高精度のマイクロ波送電システムを開発

し、実証実験の設計へとつなげ、研究ロードマップを明らかにする。これらの研究活動や5.2節

で紹介している国際ワークショップJUSPSを通し、今後とも研究拠点化を図る。
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図3.1.13 デルタギャップ給電法により求まるインピーダンス（送信モード解析）

3.1.3 人工太陽（プラズマ）
(1)ヘリオトロ ンJによる閉じ込め研究

（エネルギー理工学研究所 佐野史道、水内亨、花谷清、長崎百伸、岡田浩之、小林進二）

（エネルギー基礎科学専攻 近藤克己、中村祐司）

「プラズマエネルギー」の最適閉じ込めを目指しそれに適した磁場配位を探るため、ヘリカ

ル軸ヘリオトロン磁場配位と呼ぶ京都大学独自で開発してきた磁場配位を持つ実験装置ヘリ

オトロン J装置を用いてプラズマの生成、加熱を始めとする研究を推進している。電子サイク
ロト ロ ン波加熱において、従来の閉じ込め時間の1,5~2倍に改善されたプラズマの生成に成功
した。さらに、改善された閉じ込め状態への自発的遷移を発見した。これが限られた磁場配位で、

かつ、ある値以上のプラズマ密度領域にのみ観測されることを示した。さらに、中性粒子加熱
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時においても同様の自発遷移を発見した。また、理論的に予測された磁場配位制御による、プ

ラズマ中の圧力勾配に伴う自発電流の制御を実証した。さらに、高エネルギー粒子（プラズマ）

と壁材料との相互作用に関して重要となると考えられる自発電流に伴うプラズマ一壁相互作

用の生じる場所の移動、周辺プラズマ中の揺動現象に関する研究が進んだ。

図3.1.14 ヘリオトロンJ装置
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図3.1.15 電子サイクロトロン波加熱により生成された
プラズマにおける自発遷移の観測される磁場
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図3.1.16 理論的に予測された，プラズマ圧力勾配に
伴う自発プラズマ電流(Ip)の磁場配位

(B1v制御）による制御性の実証例

(2) LATE装置による球状トカマクプラズマの生成

（エネルギー基礎科学専攻 前川孝、田中仁、打田正樹）

低アスペクト比トーラス実験装置(LATE)では、中心ソレノイドを要しないコンパクトな
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先進トカマク炉の実現に向けて、マイクロ波のみによる球状トカマクプラズマ形成法の確立
を目指している。本年度はマイクロ波の長時間入射を試み、図3.1.18に示すようにプラズマ電
流を4kAまで立ち上げることに成功し、球状トカマク平衡配位の初期段階に到達できた。初期
プラズマは入射マイクロ波による電子サイクロトロン共鳴加熱で発生・加熱され、初期プラズ
マ平衡を確保するための弱い外部垂直磁場Bvのもとでプラズマ電流も発生した。さらに、マイ
クロ波入射電力とともにBvをゆっくり と増大させることによりプラズマ電流を4kAまで増大
できた。これは中心ソレノイドを持たないシンプルでコンパクトな球状トカマク炉実現の可

能性を示唆する成果である。今後は、マイクロ波入射電力と入射時間の増大によりプラズマ電
流のさらなる増加をはかり、より本格的な球状トカマクプラズマの形成を目指す予定である。

図3.1.17 低アスペクト比トーラス実験装置(LATE)
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図3.1.18 プラズマ電流Ip(赤）と外部垂直磁場Bv(黒）の時間発展、
および形成された球状トカマク最外殻磁気面上の磁力線（青）
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図3.1.19 トカマクとは異なり磁束管に局在した構造を持つ
ヘリカル軸ヘリオトロン配位における

ハルーニンク不安定性の圧力摂動

(3)プラズマの理論・シミュ レーション研究

図3.1.20
水素プラズマを照射したポリマー壁（ポ

リフェニレン）の表面(MDシミュレー

ション結果）。各種壁面材用に対して水

素プラズマ以外に、CxHy、CxFy、NHx

系等のラジカル照射の数値実験を実施

（エネルギー科学研究科 中村祐司、浜口智志、鈴木康浩、 山田英明）

現在の高温プラズマ閉じ込め装置において、プラズマの閉じ込め性能を決める主な要因は

異常輸送と呼ばれるプラズマ乱流輸送だと考えられている。本研究では、抵抗性交換型不安定

性、イオン温度勾配不安定性、抵抗性ドリフト不安定性など微視的不安定性に起因するプラズ

マ乱流輸送を、非線形シミュレーションを用いて解析している。その結果、核融合炉として最

も研究の進んでいるトカマク型配位において、輸送の非拡散性・非局所性など、異常輸送の基

礎的性質をこれまでに明らかにした。また、トカマクに比べ磁場配位が複雑で理論解析は容易

でないが、より優れた閉じ込め性能を持つ可能性があるヘリカル系プラズマの非線形的性質

も大規模な数値計算により解析している。ヘリカル系プラズマに関しては、本年度は、配位の

基本的性能を決める三次元MHD平衡を厳密に求めるための数値解析コードの開発・整備、粒
子輸送解析、プラズマ中の自発電流の解析、 三次元MHD安定性解析を行うとともに、MHD安
定性に対する運動論的効果の解析を行った。その結果、例として、ヘリオトロンJで実験的に観
測されたプラズマ自発電流を、初めて理論的に検証することが可能となった。現在、これらの

研究をさらに進展させるとともに、トカマクやヘリカル系を含むトーラスプラズマに対して、

階層的かつ統合的な数値シミュレーションを可能とする統合コードの構想・開発を国内外と

の共同研究を通じて進めている。さらに、コアプラズマの解析だけではなく、プラズマ表面相

互作用の解析を行うために分子動力学シミュレーションコードの開発を行っている。その成

果の一例として、炭素を主体とする壁材料を解析する原子間ポテンシャルを開発した。



図3.1.21 プラズマ中性子・陽子源と中心部での放電の様子
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図3.1.22 マグネトロン型イオン源による
パルス運転制御

(4)超小型中性子・陽子源の開発

（エネルギー理工学研究所 吉川潔、山本靖、増田開）

「プラズマエネルギー」の応用として、プラズマの静電閉じ込め方式を利用する超小型中性子・

陽子源（図3.1.21)の開発研究を行っている。先端的応用として、がん医療や人道的地雷探知、非

破壊検査等への可能性がある。現在、従来の達成値の百倍以上の中性子・陽子束向上を 目指し、

特に大きな課題である、グロー放電に起因する低エネルギー重水素イオンの割合を減少させ、

高エネルギ一成分を飛躍的に増加させ核融合反応率を高めるため、簡潔なマグネトロン型イ

オン源を併用する方式を考案し実験を行っている。その結果、高中性子束化に有効で、さらに

特に人道的地雷探知において必須のパルス運転でも、このマグネトロン型イオン源で良好な

パルス幅制御が実現でき、65kV、平均45mA、150msパルス運転で1.7x 106n/pulse (2.1 x 107 n/s) 

の中性子発生に成功した （図3.1.22)。一方、理論シミュレーション研究においては、これまで難

しかった実機性能の予測を可能とするなどの成果を得た。今後はこれらの成果を活用し、さら

なる中性子源の高性能化と応用の早期実現を目指す。

(5)エネルギー・環境と先進的材料開発

（エ不ルギー理工学研究所 香山晃、檜木達也、神保光一、原田敏夫、朴峻秀、野沢貴史）

核融合炉や高温ガス冷却炉などの将来のエネルギーシステムを実現するために、超高温、高エ

ネルギー粒子・量子場などの苛酷環境下での耐性に優れた材料の研究開発を行っている。フェ

ライト鋼研究においては、従来材を凌駕する高温強度特性の飛躍的向上（世界最高）を達成し

た低放射化フェライト鋼を開発し、国際エネルギー機関(IEA)認定の国際サーベイランス材

料を提供した。一方で、革新的セラミ ックス基複合材料(SiC/SiC)製造プロセスの開発に成功し、

宇部興産（株）および三菱重工業（株）と共同して事業化へと展開中である。このSiC/SiC複合材

料（図3.1.23)の利用により、タービン部品および再生熱交換器部品の耐熱性向上が可能となり、

原子力発電所の発電効率を大幅に改善することが期待されている。また、デュアルイオンビー

ム照射施設(DuET)(図3.1.24)と呼ばれる世界最高水準の核融合模擬・制御照射装置を活用し

た研究活動により、核融合炉のためのSiC/SiC複合材料や低放射化フェライト鋼の照射研究に

おける目覚しい成果をあげており、エネルギー・環境に則した先進的材料開発研究による社会

貢献が期待されている。

図3.1.23 SiC/SiC複合材料の微細組織 図3.1.24 デュアルイオンビーム照射施設(DuET) 
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(6)エネルギー変換機能材料の高機能化・高性能化
（エ不ルギー理工学研究所 木村晃彦、森下和功、笠田竜太、久保博嗣）

一般に、中性子やイオンなどの高エネルギー粒子線が材料に照射されると、材料の内部組織

（相）が変化 し、いわゆる照射脆化などの照射損傷を引き起こすことが知られているが、図

3.1.25に示すように、ナノサイズの酸化物粒子を分散させた「酸化物分散強化」鋼の中性子照射

後の特性を調べた結果、ODS鋼は、照射に よる伸びの低下を伴わない、優れた耐照射性能を示
すことを発見した。この現象は、従来の金属材料には見られなかった現象であり、照射環境で

使用する場合の革新的な構造材料といえる。しかも、高温強度特性に優れており、熱効率の高

いプラントヘの適用が可能となる（図3.1.26)。
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図3.1.25 飛躍的な材料性能向上を可能にした

酸化物分散粒子

図3.1.26 ODS鋼は、核融合炉プラ ンケットの

デザインウィ ンドウを大幅に拡大。

3.2 水素エネルギー

本研究課題では、クリーンなエネルギー媒体としての水素の製造・貯蔵 • 利用に関わる独創
的技術をもとに、水素エネルギーシステムの中長期的技術課題を基礎的に研究する。本年度は、

9分野の課題を挙げてそれぞれ分担して研究を行った。得られた結果は、次のようにまとめら
れる。

1)水素エネルギーシステムのための高効率アンモニア電解合成法と低温でも高い導電率を示

す固体電解質材料および複合固体電解質材料を開発した。

2)酸化物を同時に還元する方法により水素吸蔵合金を作製することに成功した。

3)アルカリ溶解とpH制御により珪藻土から5N程度のシリカを得ることができた。

4)バイオマスや廃プラスチックから鉄・水素同時製造法を実現した。

5)水素噴射によりエンジン負荷全域での絞りなし高効率運転を実現した。

6)高温材料の微視的な領域の変形と損傷の相関を明らかにした。

それぞれの分野について得られた成果の詳細は、以下の通りである。
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3.2.1 新規な電気化学反応による水素エネルギー技術の開発

（エネルギー基礎科学専攻 伊藤靖彦、萩原理加）

(1)新規アンモニア電解合成法およびアンモニア燃料電池の開発

溶融塩を用いた新規アンモニア電解合成法に関して、アノードの電極構造を改良すること

により、アンモニア合成速度を大きく向上させ得ることを明らかにし、電流効率77%を達成し

た。溶融KOH-H20系を電解質とすることで、150℃においてアンモニア燃料電池が構築可能で

あることを確認した。また、アンモニア酸化が起こるアノードにおける電極触媒として、白金

よりもルテニウムが優れていることを明らかにした。

-~ ~ ― 
呈 ―"―茎

N 
「――←一つ

合I I ~
←砂

02
そ

Anode: 

NH戸 3OH-

→ 1/2 N2 + 3 H20 + 3 e― 

Cathode: 

3/4 02 + 3/2 H20 + 3 e-
→ 3 OH-

図3.2.1 溶融KOH-H20を用いた直接型アンモニア燃料電池

(2)新規室温溶融塩の開発およびその水索エネルギー変換デバイスヘの応用

オニウムカチオンとフルオロハイドロジェネートアニオンを組み合わせることによ って高

い導電率および広い電気化学窓を有する新規室温溶融塩の開発に成功した。特にアノードリミ ッ

トは著 しく拡張され、電気二重層キャパシタのエネルギーおよびパワー密度を大きく向上さ

せることができる。熱重合法によりこれらの室温溶融塩をポリマーと複合化した固体電解質

を作製する技術を開発した。これらの結果から室温溶融塩を燃料電池電解質への応用への道

が開かれた。

(3)高効率水索エネルギー変換および省エネルギーのための新規材料の創製

溶融塩中での窒化物イオンの酸化反応を利用したステンレスの電気化学的表面窒化に成功

した。この方法によれば、電解電位を貴にする程、窒化物層の成長速度および窒素濃度を増大

させることが可能であることを明らかにした。また、得られた窒化物は、裔硬度かつ高熱伝導

であり、これらの特性は、高効率水素エネルギー変換および省エネルギーに資する構造材料と

して有望であることが期待される。

3.2.2 電気化学的水素エネルギー変換のための高機能固体酸化物イオニクス材料の開発

（エネルギー基礎科学専攻八尾 健）

水素エネルギーから電気エネルギーヘの高効率変換を実現する上で、高性能な燃料電池の

開発が大変重要である。電極、電解質がセラミ ックス材料からなる固体酸化物形燃料電池は、

高いエネルギー変換効率が得られることから、大きな期待が寄せ られている。現在、コストや

耐久性の点から作動温度の低下が検討されているが、それを実現するためには、高い酸化物イ

オン導電性を有する固体電解質材料が重要である。Ba2In2 Osは低温においてはペロブスカイ
ト型構造から酸化物イオンが規則的に欠損した斜方晶ブラウンミレライト型構造をとる。約

930℃以上では酸素空孔の配列が無秩序化し、立方晶ペロブスカイト型構造となる。酸素空孔

の配列の無秩序化により、Ba2In2 Osの導電率は高温で高い値を示す。これまでの研究で、Ba2
In2 OsのInを他の元素で置換することによ って、低温でもその高い導電率が維持されるこ
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とを明らかにしてきたが、低い酸素分圧において、Inイオンが還元されるため、固体電解質と
しての利用に問題があった。Ba-In系酸化物のInの代わりに低い酸素分圧でも安定なScを用い
たBa-Sc系酸化物に着目した。Ba2In2 05のScの一部をZrで置換したBa-Sc-Zr系酸化物は欠陥ぺ
ロブスカイト型構造をとり、良好な導電特性を有するこ とを明らかにした。図3.2.2にBa2(Sc1-y 
Zry入05+yの全導電率を示す。
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図3.2.2 Ba, (Sc,.v Zrv), Os+vの全導電率

3.2.3 V-Ti-Cr系金属合金の創製と水素吸蔵特性
（エネルギー応用科学専攻 鈴木亮輔）

水素の貯蔵に水素吸蔵合金を用いる際の問題点の一つは、そのコストが高いことであった。

これは酸化物を還元して純金属にした後、これらを混ぜ合わせて合金を作製し、さらに粉砕し
て所定の粒度に分別する必要があるからで、この長い製造プロセスによる高コスト化を改善

する必要がある。本研究では軽量で水素吸蔵量が大きいTi-V-Cr系合金を例にとってその安価
な製造法を開発している。

酸化物を混合して強い還元性雰囲気で酸化物混合体を同時に還元し、合金粉末を得る方法
を考案した。還元剤としてCaを用いると40%の酸素を含む難還元性酸化物である酸化チタン
であっても残留酸素濃度500ppmという高純度チタンを製造できることを示した。本手法の
基礎的知見を得た後、酸化チタンよりは還元の容易な、酸化バナジウム、酸化クロムと混合し
Caを作用させたところ、それぞれ、二元系合金であるVTi合金、Cr2Ti化合物を合成することに
成功した。合成反応に副生するCaOは反応温度でCaCしに溶解させることで残留Ca分の少ない、
酸素濃度の低い、組成の制御された合金粉末を得ることに成功した。

図3.2.3 作製した水素吸蔵合金粉末の電子顕微鏡写真



図は得られたV-30%Ti合金粉末の形状を示す。広い表面積を持つ珊瑚状の粉末であり、適当

な活性化処理を付与すれば従来法による水素吸蔵合金と同等の性能を持つ水素吸蔵特性を示

す。現在副生するCaOを溶融したCaCしから還元剤であるCaの形でリサイクル回収するプロセ

スも開発中であり、プロセス全体としてはCaを不要とする製造方法を確立中である。本法は新

しい製造方法として広く水素吸蔵合金の作成に用いることができよう 。

3.2.4 珪藻土の高純度化と形態制御による水素エネルギーシステム
（エネルギー応用科学専攻楠田啓、陳友晴）

珪藻土は海成層と湖成層に分類され、両者ともに非晶質シリカから成る珪藻殻と粘土鉱物

などの破屑物から構成されている。シリカの苛性アルカリヘの溶解に関する相違は認められ

なかった。シリカ溶出量との相関性からAl、K、Feの溶出は主に破屑物から、Bは珪藻殻からの

溶出に起因すると考えられた。海成層産に比較して湖成層産試料のB溶出量は著しく低いこと

が判明した。

苛性アルカリヘの溶解速度に及ぼす温度、撹拌時間、NaOH濃度などを検討しつつある。シリ

力はpHが10.5より小さい領域で析出するのに対して、AlはpHll以下で、FeはpH12.l以下から

析出し始める。珪藻土にアルカリ溶解、シリカ析出、酸リーチング操作を行った結果、Bはl.2ppm、

Pは7ppm未満、Uは0.06ppbと極めて良好な分析結果が得られ、珪藻土を5Nの高純度シリカに
精製することができた。XRDおよびSEM観察の結果、このシリカは非晶質であり、数十から数
百nmの球形に近い微細粒子の凝集体であることがわかった。

図3.2.4 珪藻土および還元試料

この精製珪藻土を用いて現在、電気炉中で還元剤Cと混合し、不活性ガス気流中で加熱還元

反応を行い、還元反応機構を検討中である。図3.2.4に得られた試料表面観察結果を示す。今後は、

シリカの形態制御を行い、その純度を向上させることに努力するとともに、還元反応機構をさ

らに検討するために、還元反応生成ガスの分析や生成物の同定を行ってゆく予定である。

3.2.5 バイオマスのガス化による酸化鉄還元と水素製造
（エネルギー応用科学専攻 岩瀬正則）

酸素：炭素=1: 1 (モル比）となるようにヘマタイト粉末（純度99wt%)と木材粉末とを混合し、

1673~2073Kにおいてガス化した。サンプルは直径10mm、高さ 7mmの円柱状である 。 図3.2 .5

（左）に各温度で生成した凝縮相を示す。ガス化温度1673K(鉄の融点以下）においても金属鉄が

粒状で生成しており、浸炭が進行していることがわかる。

図3.2.5(右）には生成したガス相の組成を示す。バイオマス中の水素は還元反応には消費され

ず水素ガスとして回収できることがわかる。
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図3.2.5 バイオマス—ヘマタイト混合物のガス化によって生成した凝集相およびガス相の組成

3.2.6 高効率クリーン水素エンジンの最適設計

（エネルギー変換科学専攻 塩路昌宏、モハンマデイ ・アリ）
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図3.2.6 エンジン実験設備および水素ー天然ガス混合燃料エンジンの性能

本研究課題では、水素の効率的利用の観点から、小規模分散型高性能クリーン動力変換シス
テムとしての水素エンジン技術の要件と方法を示す。特に、水素特有の燃焼特性の活用により
エン ジンを高効率化・高出力化することを目的として、オンボード改質水素を利用するエン ジ

ンシステム設計、シリンダ内直接噴射による混合気形成の制御と最適着火法の提案、水素エン
ジン設計のための数値シミュレーションコードの開発、などの研究を計画している。本年度は、

単シリンダ試験機関およびガス噴射弁、エンジン性能・排気特性計測機器を総合した実験装置

（図3.2.6左）を構築するとともに、超希薄燃焼が可能な水素と耐ノ ック性に優れる天然ガスと
の混合燃料による実験を実施した。種々の条件における実験結果に基づき、水素割合を負荷に
応じて調節することにより、広い運転範囲において高効率運転が実現できることを示し （図

3.2.6右）、新しい水素エンジンの開発・設計および実用化の提案が可能となった。
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3.2.7微小重力環境下の水素エネルギーシステムと電気化学プロセシング
（エネルギー応用科学専攻 石井隆次、福中康拇、日下英史）

工業水電解技術課題は過電圧の低い電極材料の開発に尽きるが、電極表面での気泡／電解液

／電極から成る3相界面現象の定量的検討は十分ではない。発生気泡に起因するミクロとマクロ
混合現象の定量化が必要であるが、上昇気泡によ って誘起される自然対流の存在が、解析を困
難にしている。

種々の落下塔微小重力環境下の水電解実験によ って、電極表面の比、 02ガスの表面被服率、
ボイド率、過飽和度を推定することを試みつつある。Hぷ04やKOH水溶液を満たした光学セ
ル中に浸漬した2枚のPt電極表面に発生する比や02ガス発生挙動がCCDカメラで観察される
とともに、電流や電位の経時変化と対応づけることが試みられた。KOH水溶液の場合には陰極
表面で気泡が離脱せず、いわゆるフロス層が形成されて、重力場現象と大きな差異が生じる （図
3.2.7)。また、8秒間の電解時間では、物質移動抵抗の上昇により、電流が流れなくなる現象は認
められなかった。気泡が会合する際に電解液が混合攪拌されていると考えられる。陽極で発生
する酸素ガスは陰極で発生する水素ガスに比較して見かけの接触角が大きいことが認められ

た。凡 S0-1水溶液系の場合、比気泡発生数は少なく、地上実験の場合でも、気泡径が1mm以上
に成長しても、 陰極面から離脱することはほとんど認められなかった。3相界面の濡れ性が電
極反応に関して極めて重要である。

光触媒利用有機物分解や疎水性粒子運動の流体力学的解析も実施している。
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図3.2.7 通常重力および微小重力環境下の水電解

3.2.8水素利用機器構成材料の熱・カ学的挙動に関するマクロ／ミクロ結合解析
（エネルギー変換科学専攻 星出敏彦、今谷勝次、上原拓也）

水素エネルギー利用機器に要求される材料の強度特性に影響を及ほす材料の微視組織形成
過程の解析を行うため、高温材料の微視的変形挙動の観察と数値解析を試み、さらにフェーズ

フィールド法を用いた計算機シミュレーションによ って結晶成長挙動の解析を行った。

Mod.9Cr-1Mo鋼の高温塑性変形に伴う 表面の変形を実験的に検討して、粒界近傍におけるひ
ずみの集中と損傷起点の形成（図3.2.6(a))を明らかにした。さらに結晶塑性に基づく数値解析
を行って、粒界の幾何学的特性がミクロなひずみ分布に支配的な因子となることを明らかに

した。凝固過程におけるデンドライトおよびフ ァセット形状の結晶化過程に加え、多結晶形成
過程のシミュレーションも行い、液相内における核生成から、結晶成長および粒界形成によ っ

て多結晶組織が形成される過程を再現した （図3.2.6(b))。界面近傍の解析を効率よく行うため
要素再分割を伴うアルゴリズムの構築と応力との連成を考慮したフェーズフ ィールドモデル

の定式化を行った。

苔や・[
 
嘩

(a)高温変形の微視的様相(SEM左、AFM右）

~ ••• • , ... 
(b)核生成（左）から多結晶体の形成（右）まで

図3.2.8 材料の微視的変形挙動と結晶成長シミュレーション
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3.2.9水素エネルギーシステムを担う材料の安全評価技術の確立
（エネルギー変換科学専攻松本英治）

水素エネルギーを始めとする近未来エネルギーシステムの実用化のために、その機構を担

う材料開発とそれらの材料やシステム構造の安全性を評価することを目的としている。今年

度は、材料内部あるいは容器や配管の内壁に存在する欠陥を検出して画像化する技術の開発

研究を行った。下の各図は、それぞれ平板、円管、球状容器の背面や内壁に存在する欠陥を検出

した例である。そのために、外面に圧電フィルムや磁性薄膜を形成して、外面に現れる微小な

変形の分布を電磁気的量に変換して検出・画像化する方法を考案した。
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図3.2.9 PVDFフィルムによる背面および内壁に存在する欠陥の可視化像

3.3 バイオエネルギー

エネルギー問題、地球環境問題が深刻になるに伴い、再生可能、カーボンニュートラルで莫

大な賦存量を有するバイオマスが、環境調和型のエネルギー源として期待されている。我々の

近年の調査では、我が国で年間約3億7,000万トンのバイオマス資源が発生し、うち約7,700万ト

ンが有効利用されずに廃棄されている。後者は二酸化炭素重量に換算すると約1億2,700万トン

で、これは1990年における我が国の二酸化炭素排出量の約11%に相当している。したがって、こ

れらバイオマス資源のエネルギー源や有用ケミカルスとしての利用は、京都議定書での我が

国の二酸化炭素排出量削減目標の達成に有効と考えられる。
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本研究タスク「バイオエネルギー」では、表3.3.1に示すように、環境負荷の小さい超臨界流体
技術を用いた京都大学独自のバイオエネルギーの創製を試みている。なお、ここに示した研究

課題はこの1ヶ年の研究を経て2002年度版から現状に即した内容に修正されている。すなわち、

超臨界アルコール技術によるバイオマス資源からの液体バイオ燃料(A-1)、超臨界水技術によ

り得られた木質バイオマスからのバイオエタノール燃料(A-2)および超臨界水技術によるメ
タン ・メタノール生産(A-3)、さらには超臨界メタノールによる油脂類からのバイオデイーゼ

ル燃料(A-4)、さ らには熱分解制御技術による液体燃料の創製(A-5)からなっている。A-2での

バイオエタノ ールについては、超臨界水処理で生成する各種生成物(A-2、a)についてのアルコー
ル発酵の阻害物質に関する研究(A-2、b)およびペントース、ヘキソース同時発酵による高効率
エタノール生産(A-2、c)を検討している。また、A-3ではリグノセルロースから得られる有機酸

などからのメタン生産(A-3、a)さらにこのメタンを液体燃料に変えるメタノール生産(A-3、b)
について研究を行っている 。得られた各種バイオ燃料(A-1~A-5) について、それらの燃料技術
の高度化と燃料設計の策定(B-1)を試みている。さらに、これらバイオ燃料を用いた際に生じ
るCO2のバイオ燃料への再変換についても検討(C-1)を加え、CO2ゼロエミッション型エネル
ギー生産利用技術の確立を図っている。得られたバイオ燃料による輸送システムのイメージ

図を図3.3.1に示す。

環境負荷の小さい超臨界流体技術によるバイオエネルギーの創製

A)バイオ燃料の創製

A-I超臨界アルコール技術による液体バイオ燃料の創製 （坂）

A-2超臨界水技術によるバイオエタノール燃料の創製

a) リグノセルロースの超臨界水分解 （坂）

b) バイオエタノール発酵における阻害物質 （宮藤・坂）

c)バイオエタノール高効率発酵プロセスの開発 （牧野・小瀧）

A-3超臨界水技術によるメタン・メタノール生産

a) リグノセルロースからの有機酸•メタン生成 （坂）

b) バイオメタンからのバイオメタノール変換 （大久保•森井 •佐川 ）

A-4超臨界メタノール技術によるバイオディーゼル燃料の創製 （坂）

A-5熱分解制御技術による液体バイオ燃料の創製 （河本・坂）

B)バイオ燃料の特性評価と高度化

8-1各種バイオ燃料(A-1、A-2、A-3、A-4)の燃焼技術の高度化と

燃料設計指針の策定 （石山・川那辺・A.Mohammadi) 

C)バイオマス由来CO2のバイオ燃料への再変換

C-1バイオマスを資源としたCO2ゼロエミッション型エネルギ一生産・

利用技術の開発 （大久保・森井•佐川 ）

表3.3.1 バイオエネルギー

地域暖房

図3.3.1 バイオマス資源からの高品位ハイオ燃料と輸送システム
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Aバイオ燃料の創製

A-1超臨界アルコール技術による液体バイオ燃料の創製

（エネルギー社会・環境科学専攻 坂 志朗、河本晴雄）

(1)背景および目的

固体バイオマスは石油や天然ガス等と比較してかさ高く、輸送や貯蔵等の取り扱いには不

便である。このため林地残材や廃木材等の多くは未利用のまま廃棄されており、十分活用され

ていない。これらの有効利用の一つの可能性として、固体バイオマスの効果的な液化技術の開

発が期待されている。

そこで本研究では、超臨界アルコール処理により木質系バイオマスをアルコールに可溶化

することで新規な液体バイオ燃料の創製を検討している。メタノールやエタノールはバイオ

マスから製造が可能であり、これらバイオアルコールにバイオマスを可溶化することで、バイ

オマスのみを起源とした液体燃料の創製が期待される。これまでに、超臨界メタノ ール処理に

よる木質系バイオマスの液化を検討し、350℃/43MPaの条件で90%以上の木材をメタノ ール

に可溶化することに成功した（図3.3.2)。さらに、定容燃焼装置を用いた着火試験により、メタノー

ル可溶部の液体燃料としての可能性を評価した。しかしながら、メタノールでは木材の可溶化

に約30分という比較的長い処理時間を要することや、発熱量が低いなどの課題があった。

そこで本年度には、メタノール以外の種々のアルコールを用いた木質系バイオマスの液化

を行い、その分解挙動を調べるとともに、液体燃料の創製や有用ケミカルス回収の可能性を検

討した。

木粉 メタノール

図3.3.2 超臨界メタノールによる木材からのメタノール液化物

(2)材料および方法

バ ッチ型超臨界流体バイオマス変換装置を用い、270℃および350℃の条件で木質系バイオ

マスの超臨界アルコール処理を行った。バイオマス試料としてブナ(Faguscrenata)木粉を用

い、アルコールとしてメタノール、エタノール、Lプロパノール、LブタノールおよびLオクタノー

ルを使用した。処理後の試料は0.2mmのメンブランフィルタで濾過し、アルコール不溶残i査と
アルコール可溶部に分離した。

(3)研究の具休的成果

270℃の条件では、実験に用いたすべてのアルコールにブナ木粉は可溶化されたが、いずれ

の場合も30分の処理で60%程度のアルコール不溶残i査が回収された。硫酸法によりこれら不溶
残i査の組成を分析した結果、主にセルロースが可溶化せずに残存していることが判明した。し
たがって、この条件ではリグニンやヘミセルロースは可溶化するが、セルロースの可溶化は進

行しないことが明らかとなった。さらに、アルコール炭素鎖数が増加するに従い、リグニンの

可溶化の進行がやや遅くなる傾向が観察された。

一方、350℃の条件では、いずれのアルコールの場合でも90%以上の木粉が可溶化された。さ

らに、アルコール炭素鎖数の増加に伴い木材の可溶化が促進され、Lオクタノールでは約3分で

95%のブナ木粉が可溶化した。不溶残漆組成の分析の結果、これはセルロースの分解速度がア

ルコール炭素鎖数の増加に伴い、急激に増加するためであることが判明した。以上の結果によ

り、各種アルコールによる木質系バイオマスの効率的な液化が実現され、各種アルコールベー

スの液体バイオ燃料創製の可能性が示された。



(4)今後の研究課題

今後、得られたアルコール可溶部の着火試験や各種特性の評価（曇り点、流動点、目詰まり点お
よび動粘度など）を行い、これらの液体バイオ燃料としての特徴および可能性を検討する。

A-2 超臨界水技術によるバイオエタ ノール燃料の創製

図3.3.3には リグノセルロースからの超臨界水によるエタノ ール製造プロセスを示す。この製
造プロセスにはa)超臨界水によるリグノセルロースの瞬間的加水分解、b)超臨界水処理で生成
した分解物中の糖類からのエタノール発酵における発酵阻害物の除去、c)糖類からの高効率な

エタノールヘの発酵のステップが重要な研究対象であり、それらの要素研究が進められている。

超臨界水

1 400℃, 40MPa I 

圧

多糖，オリゴ糖，グルコース，
フルク ←う~. マンノース， キシロース

冷却水
セルロース由来物質

ヘミセルロース由来物質 ぐ
メタノール抽出

メタノール可溶部

Iリグニン由来物質 I 
く出典>S. Saka and K. Ehara Cellll Commun. 9(3), 131-143 (2002) 

図3.3.3 リグノセルロースからの超臨界水によるエタノール製造プロセス

a)リグノセルロースの超臨界水分解

（エネルギー社会・環境科学専攻 坂志朗、宮藤久士）
(1)背景および目的

本研究では、リグノセルロースの超臨界水(>374℃、>22.lMPa)による化学変換を利用し、リ
グノセルロースの構成成分であるセルロースやヘミセルロースからはエタノールを、一方、リ

グニンからは有用ケミカルスを生産することを目的としている。したがって本年度は、超臨界
水と亜臨界水中でのセルロースの分解挙動を比較するとともに、超臨界水と亜臨界水を組み
合わせた処理によってエタノール生産の原料となる糖類の収率向上を試みた。また、リグニン

由来物質の利用用途開発のために、広葉樹材であるブナの超臨界水処理で得られるメタノー
ル可溶部の構造解析も試みた。さらに、 リグノセルロースからのメタン生産において、超臨界

水処理が前処理として位置づけられるかどうかを判断するために、セルロースの超臨界水処
理で得られる有機酸を同定および定量した。

(2)材料および方法

木質系バイオマス資源としてブナ（広葉樹）およびセルロースを用いた。バッチ型もしくは流
通型装置を用いて試料を所定の条件で処理した。超臨界水または亜臨界水で処理された試料は、
水可溶部、沈殿物、メタノール可溶部およびメタノール不溶残i査に分離された。各画分は各種
機器で分析された。
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(3)研究の具体的成果

超臨界水および亜臨界水中でセルロースは、主に加水分解、脱水および断片化によって変換

されていくことが明らかとなっている。しかしながら、処理圧力を一定とした場合の超臨界水

処理と亜臨界水処理では、次のような点でセルロースの分解挙動が異なっていた。すなわち、

超臨界水処理では、亜臨界水処理よりも内部からのグルコシド結合の開裂が起こりやすかった。

また、加水分解で得られた糖類の過分解は、超臨界水処理では断片化反応で、逆に亜臨界水処

理では脱水反応で進行しやすかった。これらの結果をもとに、糖類の収率向上を試みるため、

ごく短時間の超臨界水処理の後に亜臨界水処理を後続させるという複合処理を試みた。その

結果、複合処理は、超臨界水もしくは亜臨界水処理単独の場合よりも、糖類の収率を向上させ

ることができた。

バッチ型装置によって、ブナ木粉を380℃、100MPaの条件で8秒間処理し、得られたメタノー

ル可溶部をGPCおよびGC-MSで分析した。その結果、メタノール可溶部中には、単量体から数

量体程度のフェニルプロパン単位が存在していると推察された。また、11種のグアイアシル骨

格を有する単量体物質と、15種のシリンギル骨格を有する単量体物質がGC-MS分析で同定さ

れた。この結果から、広葉樹由来のメタノール可溶部に、多数の有用物質が存在することが確

認された。

流通型装置によって、セルロースを380℃、40MPaの条件で0.12から0.48秒間超臨界水処理

し、得られた水可溶部をキャピラリー電気泳動で分析した。その結果、水可溶部中にピルビン酸、

グリコール酸、乳酸、ギ酸および酢酸が存在することが明らかとなった。有機酸の収率は、処理

時間が0.12秒のときには2.4%であったが、0.48秒のときには12.1%となり、処理時間が長くなる

にしたがって増加していた。嫌気性発酵においては、今回の検討で得られた有機酸類が良基質

となりメタンが生産される。したがって、超臨界水処理はリグノセルロースからのメタン生成

のための前処理として期待できることが示された。

(4)今後の研究課題

リグノセルロースの超臨界水処理を最適化するためには、処理温度、圧力および時間などの

影響を引き続き検討する必要がある。また、リグニン由来物質の利用用途開発のためには、メ

タノール可溶部中に含まれる2から数量体程度の構造解析も行う必要がある。さらに、今回新

たに超臨界水処理がメタン発酵の前処理として利用できる可能性も示されたが、この点を明

らかにするためにはセルロースからだけでなくリ グノセルロースからの有機酸の生成につい

ても検討する必要がある。

b)バイオエタノール発酵における阻害物質

（エネルギー社会・環境科学専攻 宮藤久士、坂 志朗）

(1)背景および目的

近年、超臨界水法を用いたリグノセルロースの加水分解に関して研究が進んできているが、

得られる加水分解液中には、糖類以外にも、糖の過分解物として生じるフルフラールやヒドロ

キシメチルフルフラールなどのフラン化合物、さらにグアイヤコールやバニリンなどのベン

ゼン環を有するリグニン由来のフ ェノール性化合物など、種々の化合物が副生成物として含

まれている。これらの化合物は、得られる加水分解液中での含有量は非常に僅かであるが、エ

タノール発酵のプロセスにおいては、微生物に対して発酵阻害物質として働く場合があるため、

得られた加水分解液の発酵性は低い、あるいは全く発酵が進まないことがある。そこで本研究

では、リグノセルロースを代表する原料としての木材をバイオエタノール生産に有効利用し

ていくため、超臨界水法を用いた加水分解により得られた加水分解液について、その発酵性の

改善・向上を目的とした。

(2)材料および方法

木材あるいはセルロースなどのバイオマスの超臨界水処理により得られた加水分解液に木

質炭化物を加え、液中に含まれるフラン化合物、リグニン由来のフェノ ール性化合物等の発酵

阻害物質の吸着・除去を行っ た。処理液について高速液体クロマトグラフ (HPLC)あるいはガ

スクロマトグラフー質量分析(GC-MS)から加水分解液中の糖類や発酵阻害物質の分析を行う



とともに、Saccharomycescerevisiaeを用いたエタノール発酵により、処理による発酵性改善
の効果について検討を行った。また、グルコース水溶液にフラン化合物や他の糖由来の分解物

あるいはリグニン由来物質を加えたモデル溶液を用い、エタノール発酵を行い、それらの発酵

阻害性に関する検討も行った。

(3)研究の具体的な成果

糖由来の分解物よりもリグニン由来物質の方が発酵阻害を引き起こすものが多かった。また、

リグニン由来物質の方が低濃度で発酵阻害を引き起こすものが多いことがわかった。加水分
解液の木質炭化物処理においては、木質炭化物は吸着性に優れており、フラン化合物やリグニ

ン由来物質等の発酵阻害物質を吸着除去しうることが明らかとなった。また、含まれる糖類は

木質炭化物に吸着されなかった。処理液について酵母によるエタノール発酵を試みた結果、無

処理液では発酵が進まなかったのに対し、処理液ではエタノール発酵が進み、バイオエタノー

ルが生成され得るようになった。

(3)今後の研究課題

木質炭化物処理前後での発酵阻害物質の定量、木質炭化物処理条件の最適化、木質炭化物の

特性評価。

c)バイオエタノール高効率発酵プロセスの開発

（エネルギー社会・環境科学専攻 牧野圭祐、小瀧 努）
(1)背景および目的

化石燃料枯渇あるいは地球温暖化などの環境問題等の地球規模の重大な問題を解決する

つの方策として、バイオマスの更なる有効利用が望まれる。バイオマスは、植物などの生物が
光合成により太陽エネルギーを用いて大気中の二酸化炭素を有機物質として固定したもので

あるので、その生成から利用までの各ステ ップをコントロールすることにより、地球環境への

影響が少ないエネルギーおよび物質利用システムを構築することができる。バイオマスの有
効利用は多岐にわたり、エネルギー関連物質としての利用は、一部ですでにバイオデイーゼル

あるいはバイオエタノール等のバイオ燃料として実用化されているが、多くの解決すべき問

題が残されている。本研究では、バイオマスの更なる高効率生産・変換および有効利用に向け

て主にバイオエタノールに的を絞り、分子論的観点より研究を進めるとともに、バイオエタノー

ルの高効率生産システムの構築を目指す。

(2)材料および方法

バイオマスからバイオ燃料（特にバイオエタノール）を高効率に生産するためには、多くのプ

ロセスにおける高効率化が必要であるが、本研究では、まず下記の 2項目に焦点を絞った。す
なわち、バイオマスから生成される糖としては、グルコースなどのヘキソースの他に、キシロー

ス等のペントースもあるが、酵母(Saccharomycescerevisiae)はエタノール生産能は優れてい
るが、ペントースを炭素源として用いる能力がない。そこで、S.cerevisiaeにペントース資化能
を遺伝子操作により導入し、ヘキソースのみならずペントースからもバイオエタノールを生
産できる酵母を開発するために、ペントース代謝に関する酵素を他の生物(Pichiastipitis)よ
り単離し遺伝子操作により、その酵素の高機能化および最適化を行った。また、エタノール高
耐性の酵母を酵母変異株ライブラリーより、高濃度エタノール条件でも生存できることを指

標として単離した。

(3)研究の具体的成果

ペントース代謝に関する酵素については、キシリトール脱水素酵素を遺伝子操作により改
変することにより、補酵素特異性を変化させるとともに酵素安定化にも成功し、本酵素の高機
能化および機能最適化を達成することができた。

エタノール高耐性酵母については、酵母変異ライブラリーをスクリーニングすることにより、

現在までに7種類の独立したエタノール高耐性である酵母変異株を取得した。さらに、それら
の原因遺伝子の同定も行った。

(4)今後の研究課題

ペントース代謝酵素については、キシリトール脱水素酵素の更なる高機能化・機能最適化と

35 



ともに、他のペントース代謝に関係する酵素についても同様の遺伝子操作による高機能化・機

能最適化を行う 。さらに、これらの組換え酵素をS.cerevisiaeに導入しペントースを高効率にエ
タノールに変換する酵母の作成を目指す。

エタノール高耐性酵母については、今回取得した高耐性酵屈変異株およびその原因遺伝子

を詳細に解析し、さらなるエタノール高耐性酵母の構築を試みる。また、上記の遺伝子組換え

ペントース代謝酵素をこのエタノール高耐性酵母に導入し、高濃度エタノール生産株の開発

を目指す。

さらに、バイオマスのバイオエタノール変換にかかわる、種々のプロセスと本研究の成果と

を組み合わせることにより、トータルとしてのバイオマスからの高効率なエタノール変換プ

ロセスの開発を目指す。

A-3 超臨界水技脩によるメタ ン・メタノール生産

図3.3.4には超臨界水によるリグノセルロースからの低級脂肪酸や糖類などの生成物のメタン
生成菌によるメタン生産と得られたメタンからのメタンモノオシシゲナーゼ(MMO)による
液体メタノールヘの変換プロセスを示している。本テーマでは、a)リグノセルロースからの超

臨界水処理による有機酸への変換と得られた有機酸のメタンヘの生成変換、b)メタンの液体燃

料としてのメタノール変換について要素研究を行っている。

a) リグノセルロースからの有機酸・メタン生産

（エネルギー社会・環境科学専攻坂志朗）

店到階反応

三)~三
有機化合物

（リグノセルロース）

巴い
―/〉ヽ

低級脂肪酸類、

糖類など

超臨界水処理
メタンモノオキシゲ
ーゼ(MMO) 

図3.3.4 超臨界水によるリグノセルロースからのメタン・メタノール合成

(1)背景および目的

リグノセルロースは超臨界水処理(>374oC、>22.lMPa)により分解され、その構成成分のセ
ルロースおよびヘミセルロースからは糖類が得られることが知られている。したがって、当研

究室では超臨界水技術を用いたリグノセルロースからのエタノール生産プロセスを提案して

いる（図3.3.3)。しかし同時に、超臨界水処理では、糖類が過分解した物質も生成し、これらの中
で、有機酸は嫌気性メタン発酵の良基質と成りうる。そこで本研究では、リグノセルロースの

超臨界水処理により得られる有機酸を分析し、その結果から、超臨界水技術がリグノセルロー

スの嫌気性発酵によるメ タン生成の前処理として利用可能かどうかを検討した（図3.3.4)。
(2)材料および方法

広葉樹のブナおよびその構成成分であるセルロース、キシラン、摩砕リグニン (MWL)を用
いた。さらに、それらのモデル化合物として、グルコース、キシロース、コニフェリルアルコール、

グアイアコールも用いた。これらの試料をバッチ型超臨界バイオマス変換装置により超臨界

水処理(380℃、lOOMPa)し、水可溶部、メタノール可溶部およびメタノール不溶残清に分離し
た。水可溶部については、高速液休クロマトグラフィー(HPLC)およびキャピラリー電気泳動
(CE)で分析した。
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(3)研究の具体的成果

超臨界水処理したブナから水可溶部、メタノール可溶部およびメタノール不溶残i査がそれ
ぞれ73.1%、24.1%および2.8%得られた。ブナの構成成分を単独で同様に処理したところ、多糖
類であるセルロースおよびヘミセルロースの一種キシランからは、約90%の水可溶部が得られ、
水不溶残i査からは約10%が得られた。一方、リグニンからは水可溶部が30%、メタノール可溶部
およびメタノール不浴残i査はそれぞれ約40%、30%得られた。したがって、超臨界水処理で分
解された木材成分のうち、多糖類は水可溶部へ、リグニン由来成分はメタノール可溶部へとメ

タノール不溶残i査へ分離されることが再確認された。
ブナから得られる水可溶部のHPLC分析を行った結果、単糖の分解物であるグリコールアル
デヒド、ジヒドロキシアセトン、5-ヒドロキシメチルフルフラール(5-HMF)、フルフラール、有
機酸などが検出された。さらに、水可溶部のCE分析を行った。ブナからは、ギ酸、ピルビン酸、
グリコール酸、酢酸、乳酸、レブリン酸が検出され、酢酸が最も主要に得られた。セルロースと

キシランから得られる水可溶部中にも同様の有機酸が検出された。しかしながら、MWLから
は酢酸が生成していたものの、他の有機酸の生成はわずかであった。

セルロース、ヘミセルロース、リグニンのモデル化合物として、グルコース、キシロース、コ

ニフェリルアルコール、グアヤコールを同様に超臨界水処理し、有機酸の生成について検討し
た。セルロース、ヘミセルロースのモデル化合物である、グルコースおよびキシロースからは、

ギ酸、酢酸、グリコール酸、乳酸、ピルビン酸、レブリン酸が生成した。それに対し、リグニンの

モデル化合物であるコニフェリルアルコールおよびグアヤコールからは、ギ酸、酢酸および乳

酸がわずかに生成しているのみであった。すなわち、グルコースとキシロースからは有機酸が
両者とも13%以上得られたのに対し、コニフェリルアルコールおよびグアヤコールからはそれ
ぞれ1%未満であった。このことから、前述のMWL由来の酢酸はリグニンが分解して得られた
とは考えにくく、MWLに残存している糖由来であったと推察される。
以上の結果から、ブナを超臨界水処理して得られる水可溶部中の有機酸は主にセルロース、

ヘミセルロース由来であり、リグニン由来でないことが明らかとなった。嫌気性発酵において

は、今回の検討で得られた有機酸類が良基質となりメタンが生産され得る。したがって、超臨

界水処理はリグノセルロースからのメタン生成のための全処理として期待できる。

(4)今後の研究課題

超臨界水処理をリグノセルロースからのメタン生産の前処理として利用するためには、処理

温度、圧力および時間などの影響を引き続き検討する必要がある。また、超臨界水処理後のリ
グノセルロースの嫌気発酵性を比較する必要がある。

b) バイオメタンからのバイオメタノール変換

（エネルギー基礎科学専攻大久保捷敏、森井孝、佐川 尚）
(1)背景および目的

バイオマスをもとにしだ燃料としてはバイオエタノ ールとともに、バイオメタンがあげら
れる。バイオメタンは燃料として使用可能であるが、化学資源化することによる有用性や移送

する上での利便性を考慮すると、バイオメタンをバイオメタノールヘと変換することは重要
な課題である。環境負荷を考慮したバイオメタンからバイオメタノールヘの変換反応としては、

メタン資化菌など微生物を用いた変換法があげられるが、本COE研究では、メタン資化菌とい
う微生物そのものではなく、微生物中でメタノール変換反応に直接関与している酵素に注目

して研究を行う 。sMMOは3つのタンパク質構成部分（ヒドロキシラーゼ；MMOH、リダクター
ゼ；MMOR、コンポーネント B;MMOB)からなる。MMOHはさらに a、fJ、yサブユニットが2
つずつ計6つのサブユニットタンパク質から構成されている。実際に直接メタンメタノール変
換を行っているのはMMOHのaサブユニットタンパク質に含まれる鉄の二核錯体であり、MMOR、
MMOBはそれぞれ補酵素であるNADH(還元型ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド）の
酸化ならびにそれに伴う電子の運搬に係わる部分である。したがって、バイオメタンをバイオ
メタノールヘと変換するうえで、鉄イオンヘの電子の供給を行えばMMOH単独で反応が進行
すると考えられる。そこでバイオメタンをバイオメタノールヘと変換するために、まずMM

37 



38 

OHを人工発現させることを試みた。

(2)材料および方法

Methylosinum trichosporium OB3b、Methylocystissp. MのゲノムDNAからsMMO遺伝子

クラスター全体あるいはその一部をクローニングし、pETシステムを用いて作製した発現用

ベクターを大腸菌BL2l(DE3)ヘエレクトロポーレーションにより形質転換した。菌体はLB培

地で培養し37℃でタンパク質の発現を行った。

(3)研究の具体的成果

MMOHはさらに a、f]、yサブユニットが2つずつ計6つのサブユニットタンパク質から構

成されている。MMOH各サブユニットのDNAを別々の3つのベクターに組み込みタンパク質

を発現させた結果、 a、(]サブユニ ットは難溶性であり、 yサブユニットは可溶性であること

がわかった。a、f3、yサブユニ ットを用いてMMOHの再構築を試みた結果、尿素溶液中各サ
ブユニットを可溶化させ、透析によってバ ッファ ー交換をすることにより MMOHの再構築が

可能であることが示唆された。

(4)今後の研究課題

引き続きMMOHの再構築を検討するとともに、触媒活性部位を含む aサブユニ ットタンパ

ク質単休での酵素活性発現の可能性を追求する。また、MMOHのaサブユニ ットとリダクター

ゼの複合系の作製を試みる。

A-4超臨界メタノール技術によるバイオディーゼル燃料の創製

（エネルギー社会・環境科学専攻 坂志朗）

図3.3.5には本研究グループによ って開発された一段階超臨界メタノール法と二段階超臨界メ

タノール法のバイオデイーゼル製造プロセスを示す。特に後者は平成15年度よりスタートし

たNEDO「バイオマスエネルギー高効率転換技術開発」のプロジェクトに採択され、旭化成グルー

プと豊田通商との産学連携プロジェクトとして実用化に向けての検討が進められている。

一段超臨界メタノール法

図3.3.5 超臨界メタノールを用いたバイオティーゼル製造プロセス

(1)背景および目的

バイオデイーゼル燃料（脂肪酸メチルエステル）は油脂の主成分であるトリグリセリドのエ

ステル交換反応により得られ、商業的にはアルカリ触媒法が用いられている。しかしこの方法

では、油脂原料中の遊離脂肪酸はアルカリセッケンとなり、さらに水分は触媒機能を低下させ

るため、未精製油脂や廃油脂類などの有効利用が困難であった。また、処理後には触媒やアル

カリセ ッケ ンの除去を必要とするため、環境への負荷が避けられず、複雑な精製プロセスを要

するなどの問題があった。



これらの問題を解決するため、昨年度までに超臨界メタノール法による無触媒でのバイオデイー

ゼル燃料製造技術を開発した。この方法では遊離脂肪酸もメチルエステルに変換されるため、

アルカリ触媒法よりもエステル収率が向上した。さらに、原料に水が含まれても高いエステル

収率が得られ、本手法は廃油脂類等の利用に有効であることが示された。しかしながら350℃、

20MPa以上という高温・高圧での処理が要求され、反応器にハステロイ合金などの高価な材料
を要するなどの課題を残していた。

そこで本年度には、より穏やかな処理条件でのバイオデイーゼル燃料の製造を実現するため、

亜臨界水処理による油脂の加水分解と、超臨界メタノール処理による脂肪酸のエステル化反

応を組み合わせた二段階法によるバイオデイーゼル燃料の製造を検討した（図3.3.5)。
(2)材料および方法

バッチ型および流通型超臨界流体バイオマス変換装置を用い、超臨界メタノール法（エステ

ル交換反応（以下、従来法））および二段階法（加水分解反応およびエステル化反応）により、菜

種油からバイオデイーゼル燃料を製造した。それぞれの方法について反応速度論的検討を行い、

両者を比較した。

(3)研究の具体的成果

従来法の場合、350℃におけるエステル交換反応の反応速度定数(kTE)は17.8X 10忍 であっ
たが、300℃以下では反応速度が急激に低下し、270℃でkTE= 0.7X 10ぶ となった。一方、二段
階法の場合では、300℃以下でも池脂の加水分解反応(kH)および脂肪酸のエステル化反応の反

応速度(kE)は大幅には減少せず、270℃でそれぞれkH= 2.6X 10ぷ、kE= 2.9X 10忍 となっ

た。したがって300℃以下の反応温度では、従来法よりも二段階法の方が大きな反応速度を示
すことが判明した。その結果、二段階法では270℃、5MPa以下の反応条件でも高いエステル収
率が実現した。

また、副生成物であるグリセリンは水に溶解しやすいことから、加水分解後に分離を行うこ

とでその量を従来法よりも低減できた。さらに、エステル化反応ではエステル交換反応よりも

逆反応が抑制され、中間生成物の一つであるモノグリセリドの量が低減された。これらの結果

として、従来法では0.39wt%であった全グリセリン量が二段階法では0.15wt%まで低減され、
米国やEUでの規格を満たす、より高品位なバイオデイーゼル燃料の製造が可能となった。

(4)今後の研究課題

より効率的なバイオデイーゼル燃料の製造のため、二段階法における反応処理条件の最適化

を検討する。さらに、曇り点、目詰まり点、動粘度および残留炭素分などの燃料特性を評価し、

原料池脂の脂肪酸組成やエステル化に用いるアルコール種を変化させることにより、これら

燃料特性の制御を試み、より高品位なバイオデイーゼル燃料の創製を目指す。

A-5熱分解制御技術による液体バイオ燃料の創製

（エネルギー社会・環境科学専攻 河本晴雄、坂 志朗）

(1)背景および目的

本研究テーマでは、熱分解制御による木質バイオマスからの高選択的かつ効率的な液体燃料

製造に関する検討を行っている。熱化学変換による木質バイオマスからの液体燃料製造に関

して、これまでに、①急速熱分解による直接液化および②ガス化を経た間接液化プロセスなど

の検討がなされているが、実用化に至っ ていないのが現状である。その理由の 1つに、従来の

木質バイオマスの熱分解技術では、気、液、固体の複雑な生成物が同時に生成し、変換効率が低

下するのみならず、副生成物の分離等の問題から効率的なプロセスが構築できないことが挙

げられる。本研究では、熱分解機構、特に気、液、固体の生成機構を分子レベルで解明し、それら

を制御することで全く新しいプロセスを提案することを目的とする。平成15年度には、本研究
のベースとなる機構研究として、1)リグニンの熱分解機構の解明研究を、また、熱分解制御技

術を応用した直接液化および間接液化に関する研究として、それぞれ 2)セルロースからの

直接液化、ケミカルスの生産、3)木質バイオマスのガス化におけるタールの生成挙動について

の研究を行い、下記の成果を得ている。

(2)研究の具体的成果

39 



40 

リグニンの熱分解機構：一連の2量体モデル化合物を用いた検討により、低分子化、高分子化・
炭化に対する各部分構造の反応経路、相対的な反応性、温度依存性などが明らかになった。また、

化学構造を系統的に変化させたモデル化合物の熱分解反応を詳細に調べることで、各部分構

造の反応機構（高分子化機構、イオン機構とラジカル機構など）に関する知見が得られた。さら

に、これらモデル化合物で得られた結果を単離（高分子）リグニンを用いた結果と比較、検討す

ることにより、木質バイオオマス中のリグニンが熱分解により低分子化あるいは高分子化・炭

化する際の各構造の役割、寄与が明らかにされた。これら一連の成果により、リグニンの熱分

解における低分子化物と炭化物の選択性を左右する温度条件、化学反応などが明らかにされた。

セルロースからの直接液化、ケミカルス生産：セルロースの熱分解においては、初期生成物

である単糖無水物（主にレボグルコサン）の重合反応が低分子化物（液体）と炭化物の選択性を

決める重要な反応であり、レボグルコサンを可溶化する溶媒中での熱分解が低分子化物を選

択的に与えることを既に見いだしている。この知見を応用して、非プロトン性極性溶媒中、酸

性触媒存在下でのセルロースの熱分解について検討した。その結果、 医薬、工業原料として重

要なレボグルコセノン、フルフラールなどのケミカルスを最大40%程度の収率で生成し得る
こと、酸性触媒の種類によりケミカルスをつくりわけることが可能であることなどが明らか

になった。

ガス化におけるタールの生成挙動：間接液化では、いかにタール分の少ないクリーンなガス

を生成できるかが、実用化の鍵を握る。ここでは、熱分解制御技術を用い、タールの生成を飛躍

的に抑制したプロセスの提案を目指す。具体的には、セルロースおよびリグニンについて見い

だされたタール生成反応を制御することを考える。平成15年度には、木質バイオマスおよびそ

の主要構成成分（セルロース、ヘミセルロース、リグニン）のガス化におけるタールの生成挙動、

タールの組成についての検討を行った。その結果、構成成分の種類によりタールの生成量、性

状が大きく異なることなどが明らかになった。

(3)今後の研究課題

リグニンの熱分解機構研究については、平成15年度に得られた成果をもとに、木質バイオマ

ス中のリグニンの選択的な低分子化（液化）と選択的な炭化を目指した熱分解制御について検

討を行うとともに、 基礎的な研究として、 350~400℃の温度域で進行し始める炭化反応などの
有機反応機構についての検討を行う。直接液化についでは、セルロース系バイオマスからの種々

多様なケミカルスの生産の可能性、リグニンの制御も考慮した木質バイオマスからのケミカ

ルスおよび液体燃料の生産について検討を行う 。また、間接液化については、具体的な熱分解

制御技術の成果を応用することで、タールの生成を飛躍的に抑制したガス化プロセスの構築

を目指した研究を行う 。

Bバイオ燃料の特性評価と高度化

B-1各種バイオ燃料の燃焼技術の高度化と燃料設計指針の領定

（エネルギー変換科学専攻 石山拓二、川那辺洋、AliMohammadi) 

(1)背景および目的

バイオマス起源の燃料基材であるエタノールは火花点火機関に用いられている例があるが、

弱いすす生成傾向を有効に利用すれば、CO2排出削減に寄与するだけでなく、大きな問題となっ
ているデイーゼル機関の排気を改善できる可能性がある。本研究では、最も実用的な方法とし

て、エタノールを軽油に混合して利用する技術について検討した。この分野の研究はすでに多

く見られるが、その多く が、比較的古い燃焼技術を用いたエン ジンにおける評価にとどまり、

通常の軽油を用いても、粒子状物質(PM)および窒素酸化物(NOx)濃度が低く抑えられた最新

のエン ジンにおける評価、な らびに、エタノール混合燃料に適した運転条件設定などの事項が

明らかにされていない。本研究では、これらの点を重点的に検討した。

(2)材料および方法

通常の軽油に体積比約15%のエタノールを混合した燃料を試験に供した。試験機関は、行程
容積860ccの単気筒直噴デイーゼル機関に、コモンレール式電子制御燃料噴射装置ならびに

EGRシステムを追加装備したものである。種々の出力条件で、燃料噴射圧力、EGR率、パイロ ッ



卜噴射時期等を広範に変化させて、熱効率、排出物質濃度、燃焼圧力経過などを計測した。

(3)研究の具体的成果

他所の研究で報告されているように、60MPa程度の低い噴射圧力を用いると、高出力域でエ
タノール混合によってPMの排出量が抑えられるが、lOOMPa以上の高い噴射圧力では、PMの
抑制効果が弱く、むしろ着火性の悪化によって、燃焼騒音の増加が問題となった。これは、パイ

ロット噴射を最適化して用いることで解決できた。さらに、低いNOx排出量をめざしてEGRを
採用した場合は、図3.3.6に示すように、通常の軽油に比べて、PM濃度の増加を大幅に抑えて低
いNOx濃度を達成でき、デイ ーゼル機関の排気浄化の障害となっているトレードオフ関係を
改善できることなどがわかった。
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Pi=1201'vPa 

t ::: 「＼
8 p =15°BTDC 

~=2mm3/st 

~ 0.6ト ＼ 心n, Diesel fuel 

a.. 
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0.2 

0 1 2 3 4 5 6 7 
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図3.3.6 エタノール混合燃料の利用によるティーゼル機関のNOx-PMトレードオフ関係の改善

(4)今後の研究課題

PM、NOx低減の観点から見たエタノール最適混合比を実験的に調壺するとともに、超低
NOxが可能とされる予混合圧縮自着火燃焼(PCCI)を含む新規燃焼方式への本燃料の応用に
ついて検討する予定である。

C バイオマス由来CO2のバイオ燃料への再変換
C-1 バイオマスを資源としたCO2 ゼロエミ ッシ ョ ン型エネルギー生産•利用技術の開発

（エネルギー基礎科学専攻大久保捷敏、森井孝、佐川 尚）

(1)背景および目的

バイオマス由来のエネルギーを使用することで排出されるCO2は、バイオマス成長過程で
光合成に より固定化されるため、カーボンニュー トラルといわれているが、今後、バイオマス

からのエネルギー供給率が高まるにつれて、排出されるCO2の環境負荷が次第に無視できな
くなってゆくことは充分予測される。本研究では、省エネルギー型のC仇回収・変換技術を開
発し、バイオマス由来エネルギー生産・利用システムの一形態としてのCO2ゼロエミッション
型炭素 リサイクル系の構築をめざす。本年度の研究は、バイオメタンやバイオメタン生成に付

随して発生するCO2からバイオ燃料としてのメタノ ールヘの変換を可能にする触媒反応シス
テムを構築することを目的と した。

(2)材料および方法

亜鉛・マンガン ・鉄・コバルト ・ニッケル・ロ ジウム ・ルテニウム ・白金等の金属お よび金属酸

化物をシリカやアルミナ等の担体に種々の条件で担持させ、ナノメー トルスケールでの微細

加工を試みた。これらの複合触媒ライブラ リーからCO2変換効率の高い系列を種々の条件で
スク リーニングした。
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(3)研究の具体的成果

バイオマス由来のメタンを炭素資源として利用することを考えた場合、ガス状であるよりも、

貯蔵ならびに運搬が容易な液体燃料に変換した方が利点が多い。触媒には、金属あるいは金属

酸化物を加工した、実用化の可能性が高い複合固体触媒の利用を検討した。300℃から500℃と

いう比較的低い温度条件でも、還元鉄を用いてメタンの分解や二酸化炭素の還元は進行して

水素やCOの発生が確認され、700℃から800℃くらいまで裔温にすると、さらに反応は加速さ
れた。ここで水を共存させると、わずかながらメタノールが生成することが確認できた。ただし、

原料炭素成分転化量とアルコール生成量に差があり、消費されたメタンや二酸化炭素の大部

分は、カーボンとして鉄表面に固定化されることが判明した。温度、圧力、空間速度、原料供給

モル比などの基本的な反応条件の至適化など、まだまだ未解決の課題が残ってはいるものの、

バイオメタンや二酸化炭素からバイオ燃料としてのメタノールをつくるという反応系の基礎

事項は調査できた。

(4)今後の研究課題

今後はリアクターの改良も同時に行いながら、プロモーターの添加による触媒効率の改善

をさらに進めて実用化に近づけていく 。鉄表面に吸着 した多量の炭素は触媒の賦活化を阻害

する恐れがある。そこで部分酸化により析出した炭素を取り除き、より効率的に触媒を賦活化

するための条件を調べる。また、複合触媒のナノメートルスケールでの微細加工と、種々のプ

ロモータ一因子の導入により、CO2変換の反応生成物分布を制御することや、より 一層の省エ

ネルギー化を検討する。

3.4 環境調和型トータルエネルギー評価

3.4.1環境調和型トータルエネルギー評価タスクグループの全体像と活動内容
環境調和型トータルエネルギーシステムは図3.4.1に示すエネルギーフローで表現される (1

次エネルギー、2次エネルギーについては、その一部のみを示した）。同図の中のエネルギー変

換技術、エネルギー需要、評価尺度などの組合せ（境界条件の設定）に応じて、種々のエネルギー

評価問題が作成される。

本タスクグループでは、各種専門領域の研究者の独自の視点に基づき、新たなエネルギー・

環境評価問題を設定し、その分析手法を考案するとともに、具体的評価結果から新たな知見を

得ている。以下に、グループごとの活動の概要を示す。

□ |パイオマス 11 天然ガス ［三五□1 他の化石燃束~ I I 1次エネルギー

各種エネルギー変換ヽンステム

（従来型システムを含む） 変換

2次エネルギー

I輸送・貯蔵I

最終利用

最終影響分析

図3.4.1 エネルギー評価タスクグループで対象とする
エネルギー需給システム



(1)石原慶ーグループ（エネルギー社会工学分野）

「エネルギー・環境の総合評価分析」

本研究グループでは、平成15年度の研究課題として、以下の研究を行った。

●輸送部門の評価

→各種輸送機関の輸送効率 および外部経済性 （図3.4.2参照）

→日本におけるCAFE規制導入

●産業部門の評価

→鉄鋼業の環境技術

→ベトナムにおけるエネルギー生産性

●工業製品の総合評価

→環境効率指標の調査

→エアコンの環境効率指標

●エネルギ一部門の評価

→ CO2貯留技術について

●民生部門の評価

→エネルギー・環境教育と環境行動
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図3.4.2 各種輸送機関の輸送効率評価で得られた
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(2)下田 宏グループ（エネルギー情報学分野）

「水素エネルギーの社会的受容性に関する調査研究」

水素エネルギーは排出ガスが水だけであるク リー ン

で貯蔵可能な 2次エネルギーとして期待されているが、

水素エネルギーを広く社会に導入するためには人々が

水素に持つ安全性に対する懸念も無視できない。また、

その懸念（リスク認知）も個人により差があると思われる。

本研究では、水素エネルギーに対する日本人の社会的

受容性を調べるため、年齢別 (+代、二十代、三十代、四

十代、五十代以上）、男女別にそれぞれ100名以上、計

1,049名へのインターネットアンケー ト調査を実施した。

アンケー トでは、調査対象者の属性と して、(a)年齢、(b)

性別、(c)科学技術に対する態度、(d)興味、(e)エネルギー・

環境に対する態度、(f)水素エネルギーに関する知識を

調べ、水素エネルギーに対する受容性の要因として、(1)

安全性、(2)経済性、(3)他のエネルギーに対する優位性、

(4)環境負荷性、(5)効率性を調べた。アンケー ト結果をも

とに調査対象者の属性をもとに数量化皿類でグループ

化し、それぞれのグループに対して水素エネルギーに

対する受容性の要因の傾向を調べた。その結果、ドイツ

での受容性の調査結果に比べて日本では特に経済性に

関する受容性が低いこと、また、科学技術に対する興味・

態度や水素エネルギーに関する知識が水素エネルギー

の受容性に関 して大きな影響があることを見いだした。
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図3.4.3水素エネルギーに対する社会
受容性のアンケート調査結果

に基づくグループ化
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(3)野澤 博グループ（エネルギー応用基礎学分野）

「環境負荷と電脳都市化」
ュビキタスコンピューティング社会に向けた、低消費電カ・低環境負荷と高機能性を兼ね備

えたIT機器や電子デバイス、システムの構築を目指してソフト（不揮発性多値メモリの低消費
電力化符号処理、回路設計、環境評価）とハード（抵抗変化型メモリ、強誘電体メモリなど新機
能材料物性）の両面から多彩な研究を展開している。これらの成果の1つとして、不揮発性多値
メモリにおける低消費電力化 と信頼性の向上について紹介する。不揮発性多値メモリでは、多

値符号の書き込み消費電力に大きな差が生まれる。そこで、ランレングス符号を応用したデー

タ全体での符号使用率を調節した。各種のサンプリングデータで消費電力とデータ容量の増
加をシミュレーションした結果、ランダムデータで14%データ増加に対して消費電力は33%
も削減できることが明らかになった。また、信頼性を評価したところ44%向上することがわかっ
た。

(4)白井康之グループ（プロセスエネルギー学分野）

「分散型エネルギー源の電力系統導入に関するシステム的検討」

太陽光、水素、バイオなどの再生可能な新エネルギー源の、トータルシステムとしての電力
系統への導入形態について、例えば多数台連系時の影響、単独運転、短絡容量増加、発電出力変

動、電力貯蔵・制御機器との協調運転など、検討すべき問題点の調査・抽出を行った。さらに、電
カ系統シミュレータを用いて、回転機および非回転機系の分散電源を含む負荷系統を構築し、

ここに高速電力制御可能な機器（ここではSMES)を導入して、分散電源を含む負荷系統の運転
状態の推定や自立運転への移行実験などを行って、導入時の評価・付加価値の提案などを進め
ている。また、分散電源導入時の短絡容量増加対策と して、超電導故障電流限流器について、モ

デル装置を用いて分散電源導入時の短絡電流限流、電源保護に関する実験を行いその効果を

検証した。

電力系統シミュレータを用いた分散電源を含む負荷系統に関する実験研究
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I SMESを2機用いた負荷変動補償と運転状態把握
1部分負荷系統の運転状態把握

I SMESを用いた負荷系統の自立運転への移行

Bus A distrbution line 4km or 20km) 

G I : synchronous generator or inverter type 
G2 : synchronous or induction generator 
G3 : synchronous generator or inverter type 
Ll,L2,L3: constant impedance load 

base : 800kV A, 6.6kV 

図3.4.4 分散電源を含む負荷電力系統シミュレータモデル

(5)手塚哲央グループ（エネルギー経済学分野）

「家庭における省エネルギー行動の分析」

家庭部門における省エネルギー、省資源活動は、環境調和型エネルギーシステムを構成する

際に、非常に重要な役割を果たす。しかし、その活動の評価は主観的な基準に基づいており 、将
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来における可能性を予測すること

は容易ではない。そこで、小学生の

子供を持つ世帯お よび高校生の子

供を持つ世帯を対象として、現在の

省エネルギー行動と将来における

可能性をアンケート調査結果に基

づいて分析した。アンケート調査結

果に基づいて、調壺対象家庭をいく

つかのグループに分類した結果を

図3.4.5に示す。この結果より、家庭
行動の効用を減らすことなく、より

多くの省エネルギー行動を実施で

きる家庭が約3割存在すること、家

庭によって省エネルギーに対する

考え方が多様であることが理解さ

れる。後者については、家庭に対する省エネルギー政策策定の困難さを示すものである。

単位 ：％

已
ご
―紐

多
△
日
日
且
〉
少

現
在
の
省
エ
ネ
の
実
行

15.3 

5.9 

10.6 5.9 

3.5 3.5 

21.2 

37.6 

エネルギー消費特性の多様性
一律の対策の困難さ

図3.4.5 家庭における省エネルギー可能性に
関するアンケート調査結果

(6)東野 達グループ（エネルギ一環境学分野）

「衛星リモートセンシングによるエアロゾルリトリーバル法の開発と放射影響の定量化」

地球観測衛星Landsat搭載のTMマルチ 。.01 0.02 0.03 0.04 0.05 006 0.07 008 0.09 0.10 0.11 
スペクトルデータを用いて、対流圏エアロ ' 

100 

ゾルの化学組成を含む諸特性を推定した。

推定された大気柱平均の値は航空機による

直接観測から得られた値とほぼ等 しく、 当

手法によるエアロゾルリトリーバルの妥当

性を示した。さらに航空機観測において得

られた高度プロファイルを元に、化学組成

の異なるさまざまなエアロゾルモデルを仮

定してそれぞれのモデルに対して放射伝達

計算を行った。その結果得られた大気の放

射フラ ックスの分布を図3.4.6に示す。この
図より明らかなように物理・化学性状の異

なるエアロゾルモデル（図の凡例参照）に対

してフラ ックス分布は大きく 左右され、放

射影響の見積りに対しては本リトリーバル

手法を含む推定により、正しいエアロゾル

モデルを与えることがわかった。
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図3.4.6 エアロゾルの大気鉛直放射
フラ ックス分布への影響

「ホテルにおけるエネルギー消費の実態計測と分析」

民生部門におけるエネルギー・環境負荷削減のためには、ライフスタイルの見直しも含めた分

析が必要である。本研究では、特にホテル客室におけるエネルギーや水・湯の消費の実態を計

測し利用客の行動様式も含めて定量的に把握する調査・分析を行っている。これらは、エネルギー

需要の発生抑制のための省エネルギー策の提案や、コジェネレーションシステムなどエネルギー

供給システムの導入のための基礎データとなる。2002年12月より、ビジネスホテルのシングル

ルーム 2室において、電気機器（テレビ、エアコン、冷蔵庫、照明スタンド、電気ポット）および
室内全消費量の時間帯別電力消費最を自動計測システムによる実測を開始し、屋外と室内の

の温湿度も計測している。また、トイレ、浴室、洗面に関わる水・湯の消費量についても自動計

測を実施している 。 12~8月の実測の結果、 1室1 日あたりの電力消費量の最小は5月、最大は8月
であり、電力の日負荷曲線は、図3.4.7にみられるように冷蔵庫と非稼働時のエアコンを除いて、
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図3.4.7 ビジネスホテルにおける客室 1部屋 1日あたりの消費電力の日負荷曲線（稼働日平均）

朝と夜にピークを示すビジネスホテルの客室に特徴的な二山型を示すこ とがわかった。

3.4.2トータルエネルギー評価ワーキンググループの結成と活動目標
前述のように、以上の個別評価作業結果をふまえて、全タスクグループから推薦された委員

によりトータルエネルギー評価ワーキンググループを結成し、環境調和型エネルギーシステ

ムの実現可能と予想される将来像構築に向けて検討を開始した。トータルエネルギー評価ワー

キンググループ(WG)では、月に1回程度の定期的な会合を通して、各タスクグループの研究内

容の紹介を行う とともに、グループ内での議論を通して以下の作業を進めることを合意した。

このWGでは、合意形成が最終目標となることから、評価作業に必要となる各種専門分野の

情報を議論を通 して相互に提供することを重視している。

1)将来実現可能性があると

考える複数の トータルエ

ネルギー需給シナリオを、

その特性が詳細に設定さ

れた地域に対して、対象年、

最終エネルギー需要（冷房、

暖房、照明などの用途別

需要）、利用可能な技術リ

ストを与えることにより

作成する。

ここでシナリオとは技術的、

環境的、社会的、にみて、

実現可能と考えられるエ

ネルギー需給システムの

集合を指す。

2)そのシナリオが成立する

ための技術的要件を明確

化する。

3)そのシナリオを種々の基準で評価する（図3.4.8)。

4)各基準による評価結果を統合し、総合評価を行う （合意形成）。そして実現可能と期待される

H指すべき環境調和型シナリオを21COEプロジェクトの合意の元に複数作成し公開する。

I評価主体 Iロニニ：

1 多属性 I 

I合意形成 I

トータル評価

1 要素評価 に二二

1 客観的 I 

1 主観的 I 

エネルギー需給シナリオ

図3.4.8 個別評価結果に基づく総合評価

なお、種々の評価指標の計算、および物量バランスがとれたシナリオの作成のために、前述

の各種データベースに基づいた最適化モデルを構築している（図3.4.9)。
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各種データベース

-- ~ ~ 

統合モデル 将来シナリオ

麟j::戸 -----バ 域データベース

技術データベース

I 

← エネルギー需
部門別エネルギー
需要

＼、一 エネルギー変換 インフラ整備状況
／ 各種エネルギー変換特性 モデル

t.11;~ こギー供
一次エネルギー ← 化石燃料、再生可能

供給モデル エネルギーの利
用可能性

--
図3.4.9 統合モデル分析の枠組み
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4. 平成15年度の教育関係の取組み
4.1 若手研究者に対する教育・研究支援

4.1.1 公募型研究助成

前述のように助成額は70万円、50万円、30万円の3段階であり、額自体は小額であるが、研究
における自立化、自主管理能力の育成にむしろ期待している。

番

号

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

， 
10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

表4.1.1 平成15年度COE公募型研究経費交付

氏名 専攻
呂子

研究題目
交付額

年 （千円）

伊藤京子 社環 D3 家庭用省エネ生活支援アフェクテイプインタフェースの研究 700 

隠岐嘉重 社環 D3 大気エアロゾル粒子の光学特性 300 

米谷龍幸 社環 D2 シミュレーション実験に墓づく自由化された電力市場制度の設計 300 

Dadan Process improvement of b1od1esel production by a two-step 
社環 D3 500 

Kusd1ana supercnt1cal methanol method 

周 楊平 社環 Dl 
アぅント設備の監視・診断のためのユピキタスコンビューティングフレ

450 
ームワークの研究

笠嶋丈夫 碁礎 D2 
電気化学的アプローチによるミディアム温度域で使用する水素吸蔵

材料の開発
500 

佐藤雄太 基礎 D3 
フッ素ーグラファイト層間化合物を経由する新規な炭素系材料の創

製
700 

設楽弘之 基礎 D4 
ヘリオ トロ ンJにおける電子サイクロト ロン共鳴加熱についての実

験的研究
300 

武田和雄 基礎 D4 
核融合プラズマにおける微視的不安定性の非線形ダイナミクスとカ

オス
700 

辻村浩行 基礎 D3 溶融塩電気化学窒化法によるステンレス銅の窒化処理 500 

中島裕典 碁礎 D3 
ハイドライドイオンの関与する高温水素ガス電極反応の学理とその

高性能水素ガス電極への応用
500 

松島永佳 基礎 D3 燃料電池式重水素分離・濃縮システムの開発 500 

村上 毅 基礎 Dl 溶融塩中における常圧アンモニア電解合成 300 

安田幸司 茎礎 D1 
高純度 S102の直接電解還元による低コスト太陽電池級 S1の新規製造

法
300 

Spacha1 

Nagms1nlapa 基礎 DZ チタニアナノチューブを用いた色素増感太陽電池 500 

sath1an 

装 麗華 基礎 D1 
貴金属超微粒子の融合による貴金属ナノワイヤーの創製とナノ導電

膜の製造
300 

Sreethawong 
基礎

Thammanoon 
D1 ナノ金属酸化物系光触媒の調製と太隔光による水からの水素製造 300 

北村泰隆 変換 D1 
ディーゼル噴霧火炎内部における混合気形成と微粒子生成過程に関

する研究
300 

余 ...., 革. 変換 D2 非フーリエ熱伝導則に基づく熱・カ学挙動の微視的解析 300 

大屋正義 応用 D1 超流動ヘリウム冷却超電導マグネットの安定性 300 

近藤創介 応用 D1 炭化珪素の照射下微細組織変化に及ぽす核変換ヘリウムの効果 300 

野澤貴史 応用 D3 
先進セラミックス複合材料の高温強度特性に及ぽす環境効果に関す

る研究
700 

朴 環換 応用 D3 S1C系材料のイオンビーム照射によるミクロ特性に関する研究 300 

沙 建軍 応用 D1 
Study on the lifetime evaluation and stability of advanced 

300 
S1C/S1C composites under severe environments 

注）専攻略称社環：エネルギー社会・環境科学専攻、基礎：エネルギー基礎科学専攻、

変換：エネルギー変換科学専攻、応用：エネルギー応用科学専攻



初年度に対する2年目の大きな変化は、研究計画調書を学生がしっかりと書けるようになっ
たことである。研究目的、実施計画などを綿密かつ具体的に記述できるようになり、このよう
な競争資金を獲得する意欲が感じられるようになった。また、初年度に助成を受けた25名の成
果を調査したところ、年間で平均5.4件の論文発表（国際会議等の講演論文も含む）があり、その
他何らかの形でCOEから助成を受けた学生の平均値3.4を大きく上回った。今後も競争原理、評
価方式に則ってこの活動は継続したい。本年度は応募51件のうち、以上の24件を採択した。

4.1.2 RA、TAへの採用
博士課程学生の経済的問題は避けて通れない。優秀な学生をリサーチアシスタントやティー
チングアシスタントとして採用し、教育的訓練を通して、結果としてその報酬によって経済的
援助を行い、研究活動へ専念できる環境を整えている。平成15年度採用のRAついては、採用時
に能力審査で15名に厳選し、また年度途中で成果（指導教官との研究発表）を提出させ、成果の
顕著な者には増額をするなどして、さらに研究意欲を高めている。

4.1.3 研究発表のための旅費助成
国内外での学会、シンポジウム等に積極的に若手研究者を派遣し、研究発表を通じて本COE
活動を発信するとともに、若手研究者の研究意欲向上に努めている。このような助成があるこ
とで、これまで躊躇してきた海外での国際シンポジウムヘの参加が容易になり、国際交流の機
会を増やしている。

4.1.4 英語研修
国際的に活躍する人材を育てるための基礎として、日本人に欠けがちな英語を聞く、話すと
いう能力を向上させるため、ネイテイヴスピーカーを講師に招いて少人数クラスで英語研修
を継続的に行っている。また、学生がプレゼンテーションしている様子をビデオに撮り、講師
が具体的に修正すべき点を指摘するなど、視聴覚機器も活用してきめ細かく指導している。こ
のような指導を可能にするため、講師には教育経験豊富な人材を京都外国語大学の協力も得
て採用している。

4.1.6 テキストの執筆・発行
エネルギー科学教育のための体系的な教科書の執筆、発行を進めており、平成15年度は、ま
ず和文で「エネルギー社会・環境科学通論I」「同 1I」「エネルギー基礎科学通論I」「エネルギー
変換基礎通論」「エネルギー応用科学通論」の5冊のテキストを完成させた。これらは、それぞれ
4専攻の修士課程の基礎的科目であり、またエネルギー科学研究科全体のカリキュラムの中
でコアプログラムとして期待されているものでもある。現在印刷中で、平成16年度よりこのテ
キストを用いた授業が可能となる。今後もカリキュラムの改善とともにテキストシリーズを
充実化し、また英文での発行も進めていきたい。

4.1.7 博士課程定員充足率の改善および留学生の積極的受入れ
上記の施策の効果が本格的に現れるには数年は必要かと思われるが、すでに博士課程学生
の増加という効果が現れており、平成14年度から15年度にかけて約10名増加した。今後も定員
充足率の向上に努めたい。また、上記の種々の施策の実施には留学生にも差別なく対応してい
るが、概して留学生は日本人学生より貪欲に積極的に参加している。このようなことからも留
学生を増やしてより活性化させたい。

4.2 国際エネルギー科学スクールの開催

国際エネルギー科学スクールは、教育拠点事業の一環として、本COE対象の大学院博士課程
の学生を海外の大学研究機関、またはエネルギー関連学会等に派遣し、学術発表の機会を与え、
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現地の大学院生とのシンポジウム共同開催等に より交流の場を設け、さらに現地の特色のあ

るエネルギー関連施設の見学などを行い、エネルギーや環境の分野で国際的に活躍できる人

材を育成することを目的としている。平成15年度は、平成14年度の調査に基づき選定された米

国イリノイ 州シカゴのイリノイエ科大学(IIT)において第1回の国際エネルギー科学スクール

を開催した。4月初旬にCOE対象博士課程学生に対象に募集を行ったところ、定員10名のとこ

ろ11名の応募があった。6月12日にオ リエ ンテーションおよび学生のプレゼンテーションの リ

ハーサルを行った。急病、ビザの問題などによりキャンセルした 2名を除く 学生9名、教官3名

の12名が、6月16日関西空港よりノースウェスト機でシカゴに向けて出発した。

6月17日にはエネルギーおよび環境関連施設の見学として、GasTechnology Institute と

Chicago Center for Green Technologyの2箇所の見学を行った。GTIで行っている教育プログ

ラムはIITとタイアップしており、GTIでガスやエネルギー関連の講義を行い、単位認定を大学

が行うという「教育の産学連携」を行っており、人の行き来も活発なようである。CCGTはかつ

て大気汚染のため喘息患者が全米 トップだったシカゴが環境保全や省エネルギーをPRするた

めに造られた施設であり、中には太陽電池パネルの製作工場などがテナントとしてはいって

おり、たいへん興味深い見学が行えたと思う 。

6月18日に研究発表会を行った。発表会に先立ってIIT側からJacobius教授がIITにおける会社

での仕事を模擬した演習プログラムIPRO(Interprofessional program)の説明を行った。IITで

は実に7割が留学生であり、特に米国人学生の大部分は学部を卒業するとただちに就職するた

め、このような演習プログラムが要求されるとのことである。京大側からは21COEの概要発表

を3教官のリレーで行った。引き続いて学生の発表が行われたが、日本側の学生は口頭発表も

ポスター発表も準備が充分で、質がそろっていた。今回は、プレポスターとして口頭発表を5分

ずつ行ったあと、ポスター発表を行うという形式をとった。本スクールのメインイベントを学

生全員が立派にこなしてくれたので、大変満足している。なお、日本側学生からは1名がポスター

賞を受賞した。

6月19、20日は2日間にわたって第3回シカゴ中西部再生可能エネルギーのワークショップに

参加した。ワークショップではビジネスの話が中心であった。今回はイリノイ1+1で、現在採算ベー
スに乗るかどうかが微妙な風力発電をいかにしてビジネスにするか、ということが話題になっ

ていた。講演者に大学の教官はほとんどなく、大部分企業の人の講演であった。IITはインキュ

ベーターとしての立場で、ワークショップを運営している。この他、IITにあるIPROプログラ

ムの実際の見学を行い、シカゴ初の風力発電機の設置除幕式に立ち会った。6月21日にシカゴ

を出発、日付が変わって22日に関西空港に全員無事到着し、解散した。

今回は米国開催であり、昨今の情勢も加わって、参加予定者うちの3名の留学生になかなか

渡航査証がおりないという問題が起こり、残念なことに3名のうち 1名が出発までに査証を取

得することができなかった。今後の課題として対応を考えていきたい。

平成16年度は本COEの海外拠点ができたタイ国において第2回のスクールを開催する予定で、

現在準備が進められている。

図4.2.1 スクール参加者(IITの発表会場にて） 図4.2.2 ポスター発表会風景



5. 国際（環境調和型）エネルギー
情報センター事業

5. 1 海外研究拠点の設置

5.1.1 タイでの海外拠点の設立
平成15年11月21日、21COEの初の海外拠点となるバンコクオフィスの開所式が挙行された。
日本からは塩田総長補佐を始め、COE諮問委員会委員長の西川韓ー大阪工大学長、笠原COEリー
ダーなど総勢 27名のメンバーが参加した。

平成14年度に行った調査に基づき、バンコクオフィス (21COE Thai-Research Station 
Bangkok Office)をバンコク市内に設けるとともに、既に協力協定を結ぶラジャマンガラエ科
大学(RIT)内に国際共同研究のための実験室(21COEThai-Research Station Collaborative 
Research Laboratory at Rajamangala Institute of Technology)を開設した。このための開所
式が同日、RIT本部で行われた。さらにこれに先立ち20日には海外拠点の開所に合わせ、タイ科
学技術開発庁(NSTDA)において21COE国際シンポジウムを開催した。
タイでの海外拠点はエネルギー・環境データベース作成の足場として既に機能しているが、
さらにナノテクや環境調和型エネルギーに関する共同研究も始まっている。次年度には国際
科学スクールの開催や、Energyand Eco-material symposiumの開催等活発な活動が見込まれ
ている。

(1)バンコク海外拠点の開所式

バンコクオフィスは、日本大使館にも近い、スクンビット通りのウィンザータワー21階にあ
り、会議、インターネ ットなどの施設とともに、学生等も多数宿泊が可能であり 、今後、国際スクー
ル、シンポジウム開催などバンコクをベースに、東南アジア地域の国々との広範な協力を行う
ための拠点としての役割が期待されている。

開所式では、タイ教育省高等教育局スメイト副局長、タイ科学技術開発庁パイラート長官、
小津在タイ日本大使館ー等書記官、京大東南アジア研究所バンコクオフィス所長アビナレス
教授などの来賓挨拶とともに、各タスクリーダーによる概要説明ならびにバンコク拠点長の
吉川 湿教授から、今後の拠点活動についての説明があった。
開所式後には、同ホテルにおいてバンケットが行われ、RITの学生によるタイの華麗な民族
舞踊も披露された。

バンコクオフィスの開所式（左より、吉川潔所長、
ムティコRIT副学長、西川大工大学長、吉川逼ハ‘
ンコク拠点長、ブンティ ットJGSEE学長、笠原
リーダー、塩田京大総長補佐）

ウィンザータワー21階にあるハンコク
オフィスプレート
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開所式記念撮影 パイラート科学技術開発庁長官挨拶

(2)京都大学21COEラジャマンガラエ科大学研究室の開設

21COEの海外研究拠点として2スパン約300m2の研究室が、パトムターニーにあるRIT本部

の中にもうけられた。ここでは、RITと京大側併せて12の共同研究テーマが提案されており、順

次具体化予定である。とりあえずは、ソンマイエ学部副学部長との間で、ナノテク材料の創製

利用の研究と太陽エネルギー利用に関する研究がスタートしている。今後、水素エネルギー・

バイオマスなど広範な共同研究の開始が期待されている。

11月21日は約200名参加の元、ラボの開所式と、除幕式が盛大に執り行われた。開所式は、パ

トムターニー県知事の参加の下、塩田本学総長補佐の挨拶の後、ワラデイー文部省高等教育局

長から、今後の両大学の協力についての期待が語られた。RITは来年度9大学に分割され、大学

院を新設しより大きな大学として生まれ変わる予定であり 、京大の協力にはことのほか期待

が寄せられている。
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RITラボの除幕式でパネルの説明をするRITナ

ムユット学長（左）、隣は塩田総長補佐、吉川湿

教授、イッサリRIT研究部長

(3) Kyoto University 21COE Thai-Research Station -Opening Symposium 

タイのNASTD(科学技術開発庁）のオーデイトーリアムにおいて、本COEの紹介と、タイに

おけるSustainableenergy systemに関連する講演3件を、日本側ならびにタイ側合わせて約70

名の参加者を得て行った。質疑応答においては、タイ側参加者からCOEに関する多数の質問が

なされた。本COEに関連する研究も多くタイでなされており、今後の協力関係の発展が期待さ

れる。さらに京都大学全体との包括的な協力体制に向け、個別協力からスタートしていくこと

がPairash長官との間で確認された。本シンポジウムはNSTDAの全面的な協力の下に実施さ

れたが、NSTDAには材料、情報、バイオ、ナノの4研究があり、多分野にわたる1,700人の研究者

がおり、両機関の今後の協力が強く期待されている。

RITラボ開所式で挨拶する

西川韓ー大阪工大学長
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シンポジウムで挨拶をする塩田総長補佐

5.1.2 米国での海外拠点の設立

，， 

米国での活動拠点として、スタンフォード日本センター(SJC)の協力の下、米国カリフォル
ニア州パロアルトのスタンフォード大学内にオフィスを開設する予定で準備を進めている。
オフィス開設に先立ち、SJC等と共催で、2003年5月28日に第一回環境エネルギー・ワークショッ
プ「環境調和型エネルギーと持続可能な経済発展」を京都リサーチパーク（京都市）で開催し
た。2004年度中には、スタンフォード大学に職員を派遣し、また、第2回の環境エネルギー・ワー
クショ ップも現地で開催する予定である。

5.2 国際エネルギーシンポジウムの開催

環境謁和型エネルギーに関する第1回国際シンポジウムの開催
(The 1st International Symposium on Sustainable Energy System) 
第 1回国際エネルギーシンポジウム として、"The 1st International Symposium on 
Sustainable Energy System"を平成15年3月13-14日の2日間の日程で、キャンパスプラザ京都
（京都）にて開催した。アメリカ合衆国、カナダ、フランス、オーストリア、タイ、インドネシア、
中国等からの多くの外国人学者を含む358名の参加者を得て活発な討論がなされた。
1日目には、拠点リーダーによる概要説明。本COE研究プロジェクトの概要説明(4件）、太陽エネ
ルギー、水素エネルギー、バイオエネルギー、エネルギー評価に関する世界の著名な研究者に
よる基調講演(6件）がなされた後、全ての分野の研究成果を一同に集めたポスター発表(112件）
が行われ、太陽エネルギー、水素エネルギー、バイオエネルギー、エネルギー評価、それぞれの
分野の専門家のみならず、分野を越えた幅広い視点からの討論、意見交換が活発に行われた。
また、1日目夕刻には、京都センチュ リーホテルにてバンケ ットが開催され、出席者185名に よ
る個々の専門分野を越えた交流の場が持たれた。2日目には、太陽エネルギー （太陽光発電、宇
宙太陽光発電、核融合）、水素エネルギー、バイオエネルギー、エネルギー評価の6会場に分かれ
ての研究討論会が開催され、より専門的な立場からの活発な討論がなされた。
また、ポスター発表、2日目の研究討論会においては、エネルギー科学研究科、エネルギー理工
学研究所、宙空電波研究セン ターの多数の学生にも発表、討論する機会が与えられ、これらの
学生にとって、英語で発表、討論する良い機会となっ た。
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図5.2.1 環境調和型エネルギーに関する第1回国際シンポジウムでの様子

◎プログラム

March 13, 2003 (Thursday) 

•Opening Address 
Prof. Mikio Kasahara [Program Leader, Kyoto University 21COE Program (E-3)] 

(Dean, Graduate School of Energy Science, Kyoto University) 

•Introduction to the 21COE Research Tasks 
-Solar Energy 
Prof. Susumu Yoshikawa (Institute of Advanced Energy, Kyoto University) 

-Hydrogen Energy 

Prof. Masahiro Shioji (Graduate School of Energy Science, Kyoto University) 

-Bioenergy 
Prof. Shiro Saka (Graduate School of Energy Science, Kyoto University) 

-Evaluation of Sustainable Energy System 

Assoc. Prof. Tetsuo Tezuka (Graduate School of Energy Science, Kyoto University) 

Plenary Lectures on Sustainable Energy System 

(Solar Energy) 

・Utilization of Eco-energy and Materials in Thailand 

Prof. Numyoot Songthanapitak (Rajamangala Institute of Technology, Thailand) 

・Active Antenna Approach for Power Transmission 

Prof. Tatsuo Itoh (UCLA, USA) 

•Characterization and Control of Turbulent Transport in Fusion Plasmas 
Prof. Sadruddin Benkadda (CNRS Universite de Provence, France) 

(Hydrogen Energy) 
• Hydrogen and Carbon -Complementary Technologies for the Transition to a Hydrogen Economy 
Prof. ]. Robert Selman (Illinois Institute of Technology, USA) 

(Bioenergy) 
•Progress in the Commercialization of Lignocellulosics-to-Ethanol 
Prof. Jack N. Saddler (University of British Columbia, Canada) 

(Evaluation of Sustainable Energy System) 

・Stabilization and Sustainability: How Good is the Fit? 

Dr. Hugh M. Pitcher (Pacific Northwest National Laboratory, USA) 

・Poster Presentations (112 posters) 

•Banquet (in Kyoto Century Hotel. 185 participants) 
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March 14, 2003 (Friday) 
Parallel Sessions for Each Research Task 
* Solar Energy System (Solar Cell, Space Solar Power Station, Fusion Oriented Plasmas) 
* Hydrogen Energy System 
* Bioenergy System 
* Evaluation of Sustainable Energy System 

The 21COE Symposium on Solar Cells 
開催期間：平成15年5月19日
開催場所：京都大学宇治キャンパス

図5.2.1 太陽電池に関する21世紀COEシンポジウム

会議内容：太陽電池研究の最前線にて活躍する国内外の研究者（国内3名、海外4名）を招き、
参加者76名を集めた国際シンポジウムを主催した。講演は本COEから2件を含む9件を行い、活
発な議論が行われた。さらに本会議において、本COEをコミュニティのコアとして機能させる
ことが、主要参加者間で確認された。
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◎プログラム

9:30 Opening Address and a talk on Dye-sensitized Solar Cell using Titania Nanotube 

Susumu Yoshikawa (Institute of Advanced Energy, Kyoto University) 

9:50 Space power station as solar energy system 

Kozo Hashimoto (Radio Science Center for Space and Atmosphere, Kyoto University) 

10:10 Third Generation Photovoltaics Research at UNSW 

Richard Corkish (Administrative Director, Special Research Centre for Third 

Generation Photovoltaics Centre for Photovoltaic Engineering, University of New 

South Wales) 
10:50 To obtain higher open circuit voltage in HIT solar cells 

Mikio Taguchi (SANYO Electric Co., Ltd.) 

11:30 Lunch Break 
15:00 Characterisation and Modelling of Chalcopyrite Solar Cells 

Reiner Klenk (Hahn-Meitner Institute Berlin) 

15:40 Separation of Performance Losses in Polycrystalline Thin-Film Solar Cells 

Jim Sites (Colorado State University) 

16:20 Coffee Break 
16:40 Surface Modifications of CIGS and Diffusion Phenomena at the CIGS/CdS 

Heteroin terface 
Ralf Hunger (Technical University of Darmstadt) 

17:20 In-situ deposition monitoring techniques and their applicationfor fabricating CIGS 

solar cells 
Shigeru Niki (National Institute of Advanced Industrial Science and Technology) 

18:00 Closing Remarks 
Takashi Fuyuki (Nara Institute of Science and Technology) 

H米宇宙太陽発電所ワークショップ
(2003 Japan-United States Joint Workshop on Space Solar Power System (JUSPS'03)) 

宙空電波科学研究センターでは、アメリカUCLAと協力し、2003Japan-United States Joint 

Workshop on Space Solar Power System (JUSPS'03)国際ワークショップを2003年7月3日ー4

日に実施した。本研究センター松本教授と、UCLAItoh教授が中心となり、日米の情報交換を

目的に行われたものである。本ワークショップはこれまで本研究センターが実施してきた京

都大学SPSシンポジウムの第3回目も兼ねており、宇宙太陽発電所SPSおよびその基幹技術で

あるマイクロ波エネルギー伝送技術に関するワークショ ップである。当日 は長尾真京大総長

はじめ、間宮馨文部科学審議官、茅陽一東京大学名誉教授以下、日米136名の参加をいただき、2

日間でState-of-the-ArtReviews 2件、口頭発表20件、ポスター発表17件（うち4件展示）の発表

が行われた。参加者のうち学生は41名を越え、次世代を担う研究者の教育効果も大きいもので

あった。本ワークショップは本21世紀COEのほか、京都大学とアメリカのNSF(National 

Science Foundation)の支援を受け、実施されたものである。現在、日米でSPSの研究機運が高

まっており 、発表された内容に対し盛んな質問、討論がなされ、研究者の関心の高さを実感した。

今後は日米の協力体制を維持、発展していくことを目指し、研究者間、大学間の連携を深めて

いくことが合意された。

(]USPSホームページ： http://www.kurasc.kyoto-u.ac.jp/jusps/) 
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図5.2.2 (左上）長尾真京大総長（当時）、（右上）間宮馨文部科学審謙官（当時）、
（下）会場の様子

第1回京都・エアラ ンゲンシンポジウム
(Kyoto-Erlangen Symposium on Advanced Energy and Materials) 

エネルギー理工学研究所は2001年エアランゲン大学工学部材料科学科と研究協力協定を締

結している。後に、この協定を基礎として、エアランゲン大学工学部と本学エネルギー科学研

究科、工学研究科、情報学研究科との間の交流協定も締結された。これらの協力関係をより強

化 し、さらに協力関係を拡大する可能性を検討するために、今回のシンポジウムが企画された。

参加者の多くが21世紀COEプログラムから旅費の援助をいただいた。

シンポジウムは7月29日から31日までの3日間の日程で、エアランゲン大学工学部で開催さ
れた。京都大学からは、エネルギー理工学研究所より吉川 潔所長以下9名、エネルギー科学研

究科塩路昌宏教授、工学研究科山本雅博助教授の計11名が参加した。

初日は本会のオーガナイザーであるPatrikSchmuki教授の挨拶と本会開催までの経緯紹介

で始まった。引き続き工学部長AlbrechtWinnacker教授と吉川所長、さらに塩路教授に より、

それぞれの大学、学部、研究所、研究科の紹介と挨拶が行われた。塩路教授は併せて本学の博士

課程外国人特別コースの紹介を行ったが、その内容は非常に関心を持たれた。エアランゲン大

学の教育システムがHermannKaiser教授によって紹介された。ドイツの大学課程は日本とだ

いぶ異なるが、近年、修士課程などの日本と同じシステムも一部取り入れつつあるとのことだっ

た。

引き続き、各組織で行っている研究の概要や詳細が3日間にわたって発表された。ドイツ側
からの研究発表は材料関係が中心で、半導体、高分子、太陽電池、金属、セラミクスなどの多岐

の分野にわたった。今回の開催日程が現地の夏期休暇期間に重なったために、より幅広い分野

の研究紹介ができなかったそうであり、少々残念であった。

最終日には、今後の予定について相談し、次回は日本でシンポジウムを開催すること 、相互

訪問や学生交流の推進によって交流を深めようということを合意した。
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当大学では休暇期間中という悪条件ながら多くの参加者が得られ、ドイツのみならず留学

生も含めると10ヶ国以上の国籍の人々が集まり、国際的な会となった。研究内容発表および多

くのソーシャルプログラムを通じて交流が深まり、互いを知るキックオフミーティングとい

う趣旨は十分達せられた会だった。エネルギーに関する研究交流が可能な領域が多くあり、今

後の一層の協力関係が発展することを願っている。

京都大学21COE第2回バイオエネルギーシンポジウム

(Kyoto University 21COE 2nd Symposium on Bioenergy) 

平成15年10月22日（水）にキャンパスプラザ京都（京都）において、上記国際シンポジウムを

開催した。本シンポジウムは、平成15年年3月13-14日に開催された環境調和型エネルギーに関
する第 1回国際シンポジウム (The1st International Symposium on Sustainable Energy 
System) 2日目のバイオエネルギーシンポジウムに続く、バイオエネルギータスクの第 2回目

のシンポジウムである。海外からの招待講演者3名[LonnieIngram氏(Univ.of Florida, USA)、

Manfred Wogetter氏(FederalInstitute of Agricultural Engineering, Austria)、RobertL. 
McCormick氏(NationalRenewable Energy Laboratory, USA)]、国内からの招待講派者1名

［堀尾正靭氏（東京農工大学）］を含む114名の参加者があり、本学からも笠原三紀夫リーダーを

はじめバイオエネルギータスクの教官、学生等多数が参加した。まず、笠原拠点21COE拠点リー

ダーに よるプログラムの概要説明、坂バイオエネルギータスクリーダーによるタスク研究の

概要説明、東京農工大の堀尾氏による東京農工大学21世紀COEプログラムでのバイオエネルギー
の研究概要の説明がなされた後、バイオデイーゼル燃料(3件）、バイオエタノール(4件）、液体

バイオ燃料(3件）、バイオ燃料評価(2件）に関する本研究タスクでの最新の研究成果が発表され、

活発な議論がなされた。また、最後に、本プログラムの諮問委員である西川韓ー氏、池上詢氏よ

り講評をいただいた。
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図5.2.3 21COE第2回ハイオエネルギーシンポジウム



◎プログラム（平成15年10月22日）

Opening Address 
Mikio Kasahara (Kyoto Univ.) 

Introduction to the Bioenergy Research in the Kyoto University 21COE Program 

Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

Invitation to the Bioenergy Research in the 21COE Program of Tokyo University of 

Agriculture and Technology 
Masayuki Horio (Tokyo Univ. of Agriculture and Technology) 

<Biodiesel> 
Review on Biodiesel Production Worldwide -Results of a Project Commissioned by the 

IEA Bioenergy Liquid Biofuels Task 

Manfred Wbgetter (Federal Institute of Agricultural Engineering, Austria) 

New Process for Biodiesel Production via Hydrolysis and Subsequent Methyl Esterification 

Dadan Kusdiana and Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

Kinetics in Transesterification of Rapeseed Oil by Supercritical Methanol Treatment 

Atsuhiro Tabe, Dadan Kusdiana, Eiji Minami and Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

<Bioethanol> 

Genetic Improvement of E. coli for Fuel Ethanol Production 

Lonnie Ingram (Univ. of Florida, USA) 

Decomposition of Cellulose by Super-or Subcritical Water and their Combined Treatments 

Katsunobu Ehara and Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

Bioethanol Production from Supercritically-treated Cellulose 

Hisashi Miyafuji, Toshiki Nakata, Katsunobu Ehara and Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

Development of Highly Efficient Fermentation Process for Bio-ethanol from Biomass 

Seiya Watanabe, Tsutomu Kodaki and Keisuke Makino (Kyoto Univ.) 

<Biofuel> 
Mechanism of the Pyrolysis of Lignocellulose for Controlling the Product Selectivity " 

Pyrolysis Behavior of Lignin" 

Takeshi Nakamura, Haruo Kawamoto and Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

Development of Catalytic Systems for the Biomass-derived Methanol Production and CO2 

Reduction 
Yasuyo Fujii, Takashi Sagawa, Takashi Morii and Katsutoshi Ohkubo (Kyoto 

Univ.) 
Chemicals from Woody Biomass as Treated in Water-added Supercritical Methanol 

Eiji Minami and Shiro Saka (Kyoto Univ.) 

<Evaluation of Biofuels > 

Status and R&D Needs for Renewable Diesel Fuel Options in the United States 

Robert L. McCormick (National Renewable Energy Laboratory, USA) 

Effects of Ethanol Blend on Performance and Exhaust Emissions in a High-pressure 

Injection Diesel Engine 
Takuji Ishiyama, Hiroshi Kawanabe and Ali Mohammadi (Kyoto University) 

Comments 
Makoto Ikegami (Advisory board member, Kyoto Univ. 21COE, Fukui Univ. of 

Tech.) 
Encouragements 

Yoshikazu Nishikawa (Chief of advisory board members, Kyoto Univ. 21COE, 

Osaka Inst. of Tech.) 

Closing 
Shiro Saka (Kyoto Univ.) 
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「ヘリカルシステムにおけるプラズマ閉じ込めへの新しいアプローチ」に関する
H米ワークショップ・京都大学21世紀COEシンポジウム合同会議
開催期間 ： 平成16年3月 2~4 日
開催場所：京都大学エネルギー理工学研究所エネルギー複合機構研究センター北4号棟
レセプション：新都ホテル

会議内容：

ヘリカルシステムの最適化に向けて近年話題となっている準軸対称、準ポロイダル対称、準等
磁場対称といった新しい配意概念に基づいたプラズマ閉じ込め実験の新しいアプローチに向
けたトピ ックスを取り上げ、関連した実験、理論、エンジニア リング、デザイン研究等における
最近の進展についての講演および議論を行った。主たるトピ ックスは、現在進行している実験
プロジェクト、配位最適化、輸送と閉じ込めの改善、MHD平衡・安定性、揺動と輸送、粒子・パワー
ハンドリング、ダイバータと不純物制御、プラズマ加熱、核融合炉研究、エンジニアリング・デ
ザイン研究等であった。

参加 者：

参加総人数一約50名
海外参加者ープリンストンプラズマ物理研究所（米国）、オークリ ッジ国立研究所（米国）、アー
バーン大学（米国）、ウィスコンシン大学（米国）、マ ックスプランク研究所（ドイツ）、CIEMAT
研究所（スペイン）、クルチャトフ研究所（ロシア）、ハリコフ研究所（ウクライナ）、オーストラ
リア国立大学（オーストラリア）

国内参加者一核融合科学研究所、九州大学、東北大学、金沢工業大学

5.3 国内シンポジウムの開催

バイオマス関連部会・研究会合同交流会「液体バイオ燃料利活用の動向と展望」の共催
平成15年10月21日（火）、キャンパスプラザ京都（京都）において、坂バイオエネルギータスクリー
ダーが企画した上記交流会を共催した。学内外の179名の参加者を得て活発な討論がなされた。
主催団体（日本エネルギー学会バイオマス部会、バイオインダストリー協会アルコール・バイ
オマス研究会、木質バイオマス利用研究会、化学工学エネルギ一部会、バイオマス利用研究会）
の紹介の後、バイオマス日本総合戦略の概要、バイオデイーゼル燃料、バイオエタノールなど
の麻品位液体バイオ燃料の日、欧における取り組み状況、政策などに関する講演・討論がなされ、
最後のパネルデイスカ ッションでは、高品位液体バイオ燃料の展望について盛んな議論がな
された。

◎プログラム（平成15年10月21日）
開会ならびに趣旨説明（坂志朗京都大学）

各部会研究会の紹介

バイオマスニ ッポン総合戦略の概要（藤本 潔 農林水産省）
バイオデイーゼル燃料に関する自治体の取り組み（中村一夫 京都市環境局）
バイオデイーゼル燃料に関する欧米での取り組み；政策と規格
(M. ウェルゲッター オーストリア国立農業工学研究所）
バイオエタノールの現状と展望（斉木 隆 アルコール協会）

リグノセルロースからのバイオエタノール生産（星野忠一 日揮株式会社）
我が国の液体バイオ燃料に関する政策（荒木由希子 資源エネルギー庁）
パネルデイスカ ッション （総合司会 坂志朗京都大学）



5.4 エネルギ一環境調査

エネルギー需給データベース、エネルギー変換 • 利用技術データベース、エネルギー研究情

報データベース、の3データベースについて、その作業の枠組みを検討し、実際に調査、入力す

ることにより各データベースのプロトタイプを構築した。そのデータや情報については、でき

る限り 1次データ、1次情報まで遡って調査するように努めることとしている。なお、調壺結果

はWEBを介して、COEプロジェクトメンバー間に公開予定である。

5.5 産官学連携に関わる事業概要

平成15年10月22日（水）から24日に開催された全科展in大阪2003における21COEシンポジウ

ムで、産学連携のシーズとして9件の研究についてポスター発表を行った。また、平成15年11月

19日に21COE産学連携シンポジウ ムを開催した。大学から23件のシーズを出展した。企業等か

ら100名を越す参加者を得た。活発な情報交換が行われ、いくつかのシーズについては、共同研

究等の話が進んでいる。平成 16年度においても、積極的に産学連携を推し進めていきたい。単

なるシーズ提供にとどまらず、産業界と共同で社会のニーズを吸収・昇華して新しい技術を創

造することを目標とする。

5.6 広報事業

出版物としては、昨年度と同様に、本広報誌に加えてその英文版も発行し、種々のシンポジ

ウムや公開講座等でも配布し、21世紀COE「環境調和型エネルギーの研究教育拠点形成」事業

の情報公開に努めてきた。併せて、京都大学大学院エネルギー科学研究科およびエネルギー理

工学研究所のホームページでは本COEに関する最新情報を逐次公開した。なお、速報性に配慮

し、本年度よりニューズレターも2号を発行した。
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A. 1 研究・教育拠点形成活動一覧

料 編 ―-

A.1.1 太陽エネルギー
1)国際シンポジウムの主催(5.2参照）
The 21COE Symposium on Solar Cells, 平成15年5月19日，京都大学宇治キャンパス，
参加者76名

A.1.2 水素エネルギー
1)水素の製造と利用技術の展望：塩路昌宏，日本学術会議エネルギー・資源工学研究連絡委員
会主催シンポジウム『水素の時代を迎 える21世紀～エネルギーシステムの新展開～』，招待
講演， 2003年2月28日，日本学術会議講堂く日本学術会議での活動報告＞
2)第17回水素エネルギーに関する検討会：ガス株式会社 酉島技術センター， 2003年9月3日，
燃料電池，ガス吸着材料，天然ガス利用水素製造についての講演及び水素ステーション見学
く未来エネルギー研究協会との協力によるイベント開催＞

3) 第3 回サマースクール ：水素エネルギーの製造•利用技術，塩路昌宏，招待講浪， 2003年 8 月 9
日，鳥羽市民文化会館＜未来エネルギー研究協会との協力によるイベント開催＞
4)第18回水素エネルギーに関する検討会：アンモニアエコノミーの創出を考える，伊藤靖彦，
招徘講演， 2004年1月28日，芝蘭会館＜未来エネルギー研究協会との協力によるイベント開
催＞

5)第18回水素エネルギーに関する検討会：微小重力環境下の電気化学界面現象実験とその展
開，福中康博，招待講演， 2004年1月28日，芝蘭会館＜未来エネルギー研究協会との協力によ
るイベント開催＞

6)イオン性液体の現状と展望：萩原理加，化学工業日報社新技術セミナー「驚異の物質イオン
性液体とは何か」，招待講演，2003年7月31日，東京都
7)イオン性液体の電解質としての性質：萩原理加，日本化学会化学電池材料研究会第12回講演
会，招待講演，平成15年 8月2-4日，諏訪市
8) Development of some new ionic liquids containing fluoroanions : Rika Hagiwara, (Invited talk) The 
Japan-Korea Joint Seminar on Fluorine Chemistry, The 155th Committee on Fluorine Chemistry, 
Japan Society for the Promotion of Science, and The Fluorine Chemistry Division in the Korean 
Society of Industrial and Engineering Chemistry, Nov.6 and 7, 2003, Tokyo. 
9) Latest Research on Gas-Injection Application in Internal Combustion Engines: Masahiro Shioji, 
(Invited talk) 6th Asia-Pacific International Symposium on Combustion and Energy Utilization, 
May 20-22, 2002, K叫 aLumpur. 
lO)Recent Developments in Gas-Engine Research for Higher Efficiency: Masahiro Shioji, (Invited 
talk) The 5th Symposium on Next Generation Vehicle Technology, Nov.29, 2002, Gwangju, Korea. 

A.1.3 バイオエネルギー
国際シンポジウムの主催(5.2参照）
・21COE第2回バイオエネルギーシンポジウム
(Kyoto University 21COE 2nd Symposium on Bioenergy) 
平成15年10月22日（水），キャンパスプラザ京都（京都），参加者：114名

国内シンポジウムの共催(5.3参照）
・バイオマス関連部会・研究会合同交流会「液体バイオ燃料利活用の動向と展望」
平成15年10月21日（火），キャンパスプラザ京都（京都），参加者：179名

A.1.4 環境調和型トータルエネルギー評価
平成15年度エネルギー評価グループ会合：2回開催
平成15年度トータルエネルギー評価ワーキンググループ会合：7回開催
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A.2 発表論文リスト

A.2.1 太陽エネルギー
(a)太陽電池

1) S. Ngamsinlapasathian, S. Sakulkhaemaruethai, S. Pavasupree, A. Kitiyanan, T. Sreethawong, Y. Suzuki, 
and S. Yoshikawa, "Highly efficient dye-sensitized solar cell using nanocrystalline titania containing 
nanotube structure", J.Photochem. Photobiol. A. Chem., (2004) in press. 
2)吉川遥 セラ ミックナノチューブを用いた色素増感太陽電池， 『実用化に向けた色素増感太陽電池』，
エヌテ ィーエス編集企画部編，エヌテ ィーエス， (2003)pp.230-252. 
3) M. Adachi, Y. Murata, l. Okada, and S. Yoshikawa, Fom1ation of Titania Nanotubes and Applications for 
Dye-Sensitized Solar Cells, J. Electrochem. Soc., 150 (2003) pp.488-493. 
4) H. Fujiwara, Y. Ueda, A. Awasthi, N. Krishnamurthy and S. P. Garg, Determination of standard free energy 
of formation for niobium silicides by EMF measurements using lithium silicate liquid electrolytes, Journal 
of Electrochemical Society, Yol.150, No.8 (2003) pp.J43-J48. 
5) J. Sasano, P. Schmuki, T. Sakka and Y. H. Ogata, Laser Assisted Nickel Deposition onto Porous Silicon, 
Phys. Stat. Sol. (a), 197 (2003) pp.46-50. 
6) F.A. Harraz, T. Sakka and Y.H. Ogata, Immersion Plating of Nickel onto a Porous Silicon Layer from 
Fluoride Solutions, Phys. Stat. Sol. (a), 197 (2003) pp.51-56. 
7) D. Hamm, T. Sakka and Y. H. Ogata, Etching of Porous Silicon in Basic Solution, Phys. Stat. Sol. (a), 197 
(2003) pp.175-179. 
8) V. Parkhutik, J. Sasano, Y. Ogata, and E. Matveeva, Oscillatory Electrochemical Reactions at Corroding 
Silicon Surface, Proceedings of SPIE, Vol. 5114 (2003) pp.396-405. 
9)尾形幸牛，多孔質シ リコン：その特異な構造の発現と応用，機能材料，23(2003) pp.27-35. 
10) D. Hamm, T. Sakka and Y .H. Ogata, Transition during the Growth of Nanoporous Columns in p-Type 
Silicon: the Origin of Macropores, Electrochemistry, 71 (2003) pp.853-859. 
11) J. Sasano, R. Murota, Y. Yamauchi, T. Sakka, and Y.H. Ogata, Re-dissolution of Copper onto Porous 
Silicon in Immersion Plating, J. Electroanal. Chem., 559 (2003) pp.125-130. 
12) T. Sakka, K. Saito, and Y.H. Ogata, Spectroscopic Characterization of the Laser Ablation Plume Produced 
at a Graphite-Water Interface, Proceedings of the 4th International Conference of Plasma Physics and 
Plasma Technology, 2 (2002) pp.674-677. 
13) K. Saito, T. Sakka, and Y.H. Ogata, Rotational Spectra and Temperature Evaluation of C1 Molecules 
Produced by Pulsed Laser Irradiation to a Graphite-Water Interface, J. Appl. Phys., 94 (2003) pp.5530-
5536. 

14) Takashi Nakajima and L.A.A. Nikolopoulos, Role of Spin-Orbit Interaction in the Production of Spin-
Polarized Photoelectrons Using a Dressing Laser, Phys. Rev. A 68 (2003) 013413. 
15) Takashi Nakajima, Nobuaki Yonekura, Yukari Matsuo, Tohru Kobayashi, and Yoshimitsu Fukuyama, 
Simultaneous Production of Spin-Polarized Ions/Electrons Based on Two-Photon Ionization of Laser-
Ablated Metallic Atoms, Appl. Phys. Lett. 83 (2003) 2103. 
16) Nobuaki Yonekura, Takashi Nakajima, Yukari Matsuo, Tohru Kobayashi, and Yoshimitsu Fukuyama, 
Electron-Spin Polarization of Photoions Produced tru・ough Photoionization from the Laser-Excited Triplet 
State of Sr, J. Chem. Phys. 120 (2004) (in press). 
17) N.Yasumaru, K.Miyazaki, J.Kiuchi, and H.Magara, Femtosecond-Laser-Induced Nanostructures Formed on 
Hard Coatings of TiN and DLC, International Congress on Laser Advsnced Material Processing, Proc. of 
SPIE, Yol.4830 (2003) pp.521-525. 
18) K.Miyazaki, T.Shimizu, D.Nonnand, Coulomb Explosion Dynamics of Nitrogen Molecules with High-
Intensity Femtosecond Laser Pulses, Proceedings of The Third Asian Pacific Laser Symposium (APLS 
2002) (2003) pp.322-325. 

19) N.Yasumaru, K.Miyazaki, J.Kiuchi, and H.Magara, Periodic Nanostructures Formed on Hard Thin Films by 
Femtosecond Laser Pulses, Proceedings of The Third Asian Pacific Laser Symposium (APLS 2002) (2003) 
pp.594-597. 

20)安丸尚樹，木内淳介，宮崎健創，フェ ムト秒レーザー による光ナノ加工技術の開発と機能性薄膜への
応用，福井県地域結集型共同研究事業第2同成果発表会資料集， (2003)pp.23-26. 

21) N.Yasumaru, K.Miyazaki, and J.Kiuchi, Femtosecond-Laser-lnduced Nanostructure Formed in Hard Thin 
Films of TiN and DLC, Appl. Phys. A: Material Science & Processing, Yol.76, No.6 (2003) pp.983-985. 

22) N. Yasumaru, K. Miyazaki, and J. Kiuchi, Periodic Nanostructure Formed on TiN and DLC by 
Femtosecond Laser Pulses, Technical Digest of CLEO/Pacific Rim 2003 (to be published). 
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23) H. Ohgaki, I. Tometaka, K. Yamane, T. Kii, K. Masuda, K. Yoshikawa, and T. Yamazaki, Design Studies 

of IR-FEL system at IAE, Kyoto University, Nucl. Instrum. Methods in Phys. Res. A507 (2003) pp.150-

153. 

24) T. Kii, K. Yamane, I. Tometaka, K. Masuda, H. Ohgaki, K. Yoshikawa, T. Yamazaki, Improvement of 

Electron Beam Properties by Reducing Back-Bombardment Effects in a Thermionic RF Gun, Nucl. Instru. 

& Meth., A507 (2003) pp.340-344. 

25)林 秀輔，宮迫敦，紀井俊輝，増田開大垣英明， 吉川 潔，山寄鉄夫，京都大学赤外FEL装置における

ビームパラメータ評価， Proc.of the 28th Linear Accelerator Meeting in Japan, (2003) pp.249-251. 

26)宮迫敦， 林秀輔，紀井俊輝， 増田開，大垣英明， 吉川潔，山寄鉄夫，外部磁場印加による熱陰極型高周

波電子銃のビーム特性の改善， Proc.of the 28th Linear Accelerator Meeting in Japan, (2003) pp.200-

202. 

27) T. Yamazaki, H. Ohgaki, T. Kii, K. Masuda, S. Hayashi, A. Miyasako, and K. Yoshikawa, Present Status of 

the KU-FEL PROJECT 2003, Proc. of the 14th Accelerator Science and Technologies in Japan, (2003) 

pp.647-649. 

28)林秀輔， 宮迫敦，高松輝久，増田開，紀井俊輝，大垣英明， 吉川 潔， 山喜鉄夫，京都大学FEL装置用

LINACにおけるビームパラメータ測定， Proc.of the 14th Accelerator Science and Technologies in 

Japan, (2003) pp.434-436. 

29)宮迫敦，林秀輔，紀井俊輝，増田開大垣英明，吉川潔，山寄鉄夫，熱陰極型高周波電子銃における小

径陰極を用いたビーム特性向上に関する研究， Proc.of the 14th A ccelerator Science and Technologies 

in Japan, (2003) pp.410-412. 

(b)宇宙太阻光発電

［著書］
1) H. Matsumoto, "Landolt-Bornstein, Numerical Data and Functional Relationships in Science and 

Technology, Group VIII: Advanced Materials and Technologies volume 3", Springer, (2002) pp.187-199 

［論文］
2)三谷友彦，篠原真毅，松本紘，橋本弘蔵，フィラメント電流遮断後のマグネト ロンの発振特性に関す

る実験的研究，電子情報通信学会論文誌C,Vol. J85-C, No. I I, pp.983-990, 2002 

3) H. Matsumoto, Research on Solar Power Station and Microwave Power Transmission in Japan: Review and 

Perspectives, IEEE Microwave Magazine, (2002) pp.36-45. 

4)松本紘、篠原真毅，宇宙太陽発電所SPSと関連真空技術，真空， 46,3 (2003) pp.135-141 

5) T. Mitani, N. Shinohara, H. Matsumoto and K. Hashimoto, Experimental Study on Oscillation 
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